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税務訴訟資料 第２６７号－２９（順号１２９７８） 

広島高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 納税告知処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（倉敷税務署長） 

平成２９年２月８日原判決一部取消・棄却・上告・上告受理申立て 

 （上告審・最高裁判所（第一小法廷）、平成●●年（○○）第●●号、平成２７年１０月８日判決、

本資料２６５号－１５０・順号１２７３３） 

 （差戻し前の控訴審・広島高等裁判所岡山支部、平成●●年（○○）第●●号、平成２６年１月３

０日判決、本資料２６４号－２１・順号１２４０２） 

 （第一審・岡山地方裁判所、平成●●年（○○）第●●号、平成２５年３月２７日判決、本資料２

６３号－６０・順号１２１８４） 

 

判 決 

控訴人（１審被告） 国 

同代表者法務大臣 金田 勝年 

処分行政庁 倉敷税務署長 

 有田 眞也 

同指定代理人 樫野 一穂 

同 浜田 幸秀 

同 稲田 洋三 

同 小倉 良太 

同 下井田 佳孝 

同 榊原 康之 

同 山本 修 

同 仲前 二郎 

被控訴人（１審原告） Ａ組合 

同代表者理事長 甲 

同訴訟代理人弁護士 近藤 正昭 

 

主 文 

１ 原判決を次のとおり変更する。 

（１）倉敷税務署長が被控訴人に対し平成２２年７月２０日付けでした平成１９年１２月分の源

泉所得税の納税告知処分（ただし、平成２３年１２月２０日付け裁決による一部取消し後の

もの）のうち４億８５７３万４３０４円を超える部分、及び、不納付加算税の賦課決定処分

のうち４８５７万３０００円を超える部分を取り消す。 

（２）被控訴人のその余の請求を棄却する。 

２ 訴訟費用は、第１審、差戻し前の控訴審、上告審及び差戻し後の控訴審を通じて、これを４分

し、その３を控訴人の負担とし、その余を被控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 
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第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２ 被控訴人の請求を棄却する。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

（１）本件は、被控訴人が、平成１９年１２月１０日、その当時の被控訴人の理事長乙（以下

「乙理事長」という。）に対し、乙理事長の被控訴人に対する借入金債務の免除（以下「本

件債務免除」という。）をしたところ、所轄の倉敷税務署長から、本件債務免除に係る経済

的利益（債務免除益。以下「本件債務免除益」という。）が乙理事長に対する賞与（所得税

法１８３条１項、２８条１項）に該当するとして、給与所得に係る源泉所得税の納税告知処

分及び不納付加算税の賦課決定処分を受けたため、控訴人に対し、上記各処分（ただし、上

記納税告知処分については審査請求に対する裁決による一部取消し後のもの。以下「本件各

処分」という。）の取消しを求めた事案である。 

（２）本件訴訟の争点は、次の３つに大別される。 

ア 本件債務免除益は、所得税法１８３条１項、２８条１項にいう賞与又は賞与の性質を有

する「給与等」に該当するか（以下「争点１」という。） 

イ 仮に本件債務免除益が「給与等」に該当する場合、本件債務免除益を給与等の源泉所得

税の計算上収入金額に算入すべきか。具体的には、平成２６年６月２７日付け課個２－９

ほかによる改正前の所得税基本通達３６－１７（以下「本件旧通達」という。）を適用し

て、乙理事長に係る給与等の源泉所得税額の計算上本件債務免除益を収入金額に算入しな

いものとすべきか（以下「争点２」という。） 

ウ 本件債務免除につき被控訴人が錯誤無効を主張することができるか（以下「争点３」と

いう。） 

（３）第１審は、争点１を判断することなく、争点２について、本件債務免除当時、乙理事長の

負債は資産の２０倍近くあり、年間収入に照らしても近い将来債務全額を弁済することが可

能であったとも認められないから、仮に、本件債務免除益が給与等に該当するとしても、こ

れを乙理事長に係る給与等の源泉所得税額の計算上、収入金額に算入すべきではないと判断

し、本件各処分は違法であるとして、本件各処分の取消しを命じる判決（請求認容判決）を

した。 

 控訴人がこれを不服として控訴したところ、差戻し前の控訴審は、争点１について、被控

訴人が本件債務免除をした主たる理由は乙理事長の資力喪失により弁済が著しく困難である

ことが明らかになったためであると認めるのが相当であるとし、本件債務免除は、役員の役

務の対価とみることは相当ではなく、所得税法２８条１項の「給与等」に該当するとはいえ

ないから、本件債務免除益について、被控訴人に源泉徴収義務はなく、本件各処分は違法で

あるとして、争点２の判断をすることなく控訴を棄却した。 

 控訴人がこれを不服として上告受理申立てをしたところ、上告審では、所得税法２８条１

項の給与所得は、自己の計算又は危険において独立して行われる業務等から生ずるものでは

なく、雇用契約又はこれに類する原因に基づき提供した労務又は役務の対価として受ける給

付をいい、上記給付には、功労への報酬等の観点をも考慮して臨時的に付与される給付であ

って、金銭のみならず金銭以外の物や経済的な利益も含まれると解されるとした上で、本件
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債務免除益は、乙理事長が自己の計算又は危険において独立して行った業務等により生じた

ものではなく、乙理事長が被控訴人に対し雇用契約に類する原因に基づき提供した役務の対

価として、被控訴人から功労への報償等の観点をも考慮して臨時的に付与された給付とみる

のが相当であるから、本件債務免除益は、所得税法２８条１項にいう賞与又は賞与の性質を

有する給与に該当するものというべきであるとの判断がされた。 

 その上で、上告審は、「本件債務免除当時に乙が資力を喪失して債務を弁済することが著

しく困難であったなど本件債務免除益を同人の給与所得における収入金額に算入しないもの

とすべき事情が認められるなど、本件各処分が取り消されるべきものであるか否かにつき更

に審理を尽くさせるため」、差戻し前の控訴審判決を破棄し、本件を広島高等裁判所に差し

戻した。 

 よって、当審で審理・判断すべき争点は、争点２及び争点３となる。 

２ 前提事実 

（１）当事者 

ア 被控訴人は、岡山県倉敷市に事務所を置き、●●の買付けを主たる目的とし、代表者の

定めのある、所得税法２条１項８号所定の「人格のない社団等」であるとともに、同法６

条所定の源泉徴収義務者でもある（争いがない）。 

イ 被控訴人は、Ｉグループと称する企業グループに属する。Ｉグループには、●●販売等

を目的とするＤ株式会社（以下「Ｄ」という。）、●●仲買業等を目的とするＧ株式会社

（以下「Ｇ」という。）、及び、●●仲買業等を目的とするＨ株式会社（以下「Ｈ」とい

う。）が属している（争いがない）。 

ウ 乙理事長は、昭和５６年に被控訴人の専務理事に就任し、平成●年●月●日には被控訴

人の理事長に就任し、本件債務免除後である平成●年●月●日に理事長及び理事を辞任し

た（乙２ないし４、弁論の全趣旨）。 

 乙理事長は、本件債務免除の前後にわたり、Ｄの代表取締役並びにＧ及びＨの各取締役

を務めていた（乙９、８２ないし８４。枝番を含む。）。 

 乙理事長には、元妻である丙、長女である丁、二女であるＫ、三女であるＬ及び子であ

るＭがいる（乙７７の１・２。以下この５名を名前で呼称し、子ら４名を併せて「乙理事

長の子ら」といい、丙も含めて「乙理事長の妻子」という。）。 

（２）乙理事長から被控訴人への借受金弁済状況 

 乙理事長は、昭和５６年頃から、被控訴人及び金融機関から繰り返し金銭を借り入れ、こ

れを有価証券取引に充てるなどしていたが、いわゆるバブル経済の崩壊に伴い、借入金の弁

済が困難になったとして、被控訴人に対し借入金債務の減免を求めた。被控訴人は、これに

応じ、平成２年１２月以降、乙理事長に対し、再三借入金債務の利息を減免した（乙２０の

１ないし１５）。 

（３）他の債権者からの債務免除 

 乙理事長は、平成１７年７月３１日、株式会社Ｊ（以下「Ｊ」という。）から借入金債務

の免除を受けた（以下、この債務の免除による経済的な利益を「平成１７年債務免除益」と

いう。） 

 乙理事長は、平成１７年分の所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を受け、

これを不服として異議申立てをしたところ、所轄の倉敷税務署長は、平成１９年８月６日、
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上記異議申立てに対する決定をしたが（以下「平成１９年異議決定」という。）、その理由中

で、平成１７年債務免除益に本件旧通達の適用がある旨の判断を示した。本件旧通達は、そ

の本文において、債務免除益のうち、債務者が資力を喪失して債務を弁済することが著しく

困難であると認められる場合に受けたものについては、各種所得の金額の計算上収入金額ま

たは総収入金額に算入しないものとする旨を定めていた。 

（４）被控訴人の乙理事長に対する債務免除（本件債務免除） 

 乙理事長は、平成１９年１２月１０日時点で、被控訴人に対し、借入金残元本５３億２６

７３万０９３４円及びこれに対する約定利息２億３６５０万円の合計５５億６３２３万０９

３４円の借入金債務を負っていた。 

 乙理事長は、上記借入金債務の連帯保証人であり元妻でもある丙とともに、平成１９年１

２月１０日、被控訴人に対し、その所有又は共有する別紙１不動産目録記載１ないし３７の

各不動産（以下同目録を単に「不動産目録」といい、同目録記載の不動産を、同記載番号に

合わせて「本件不動産１」などという。）を総額７億２６４０万９６９９円で売却し、その

売買代金債権と上記借入金債務とを対当額で相殺した（甲１。丙の共有持分の代金債務も、

保証債務の履行として相殺対象とした）。 

 被控訴人は、同日、乙理事長に対し、上記相殺後の借入金残元本債務４８億３６８２万１

２３５円（以下「本件債務」という。）を免除した（本件債務免除）。本件債務免除に向けた

被控訴人内部での決議は平成１９年１２月９日に行われており、その当時の議長は、乙理事

長の実弟である甲であった（乙２、１２、弁論の全趣旨）。 

（５）本件旧通達の趣旨 

 本件旧通達本文が、「債務免除益のうち、債務者が資力を喪失して債務を弁済することが

著しく困難であると認められる場合に受けたものについては、各種所得の金額の計算上収入

金額または総収入金額に算入しないものとする」と定めた趣旨は、本来、債権者から債務の

免除を受けた場合には、所得税法３６条１項の「経済的な利益」を受けたことになるので、

その免除の内容等に応じて事業所得その他の各種所得の収入金額となるものの、著しく債務

超過の状態にあるため債権者が債務免除をしても、実質的には支払能力のない債務の弁済を

免れただけであって、免除を受けたことによってそれだけ担税力のある所得を得たものと見

るのが実情に即さない場合もあるため、このような状態の債務免除益については収入金額に

算入しない取扱いを明らかにしたものである（乙３２、７０。ただし、本件旧通達ただし書

は、免除益全部を収入金額に算入しないというものではなく、損失を補てんする範囲のもの

は収入金額に算入する旨定めている。） 

 所得税法施行令の定める「資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難な場合」につ

いて、所得税基本通達９－１２の２は「債務者の債務超過の状態が著しく、その者の信用、

才能等を活用しても、現にその債務の全部を弁済するための資金を調達することができない

のみならず、近い将来においても調達することができないと認められる場合」をいうとし、

「これらの規定に規定する資産を譲渡したときの現況により判定する」としている。この解

釈は、本件旧通達の適用においても同様に行うのが相当である。 

（６）本件各処分の経緯等 

 倉敷税務署長は、平成２２年７月２０日付けで、被控訴人に対し、本件債務免除益が乙理

事長に対する賞与に該当するとして、本件債務免除等に係る平成１９年１２月分の源泉所得
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税１８億３５５０万６２４４円の納税告知処分及び不納付加算税１億８３５５万円の賦課決

定処分をした。 

 被控訴人は、これらの処分を不服として、その全部の取消しを求めて、平成２２年９月２

日、倉敷税務署長に対し、異議申立をしたが、同署長は、同年１１月２４日付けでこれを棄

却する旨の決定をした（甲２）。 

 被控訴人は、この異議決定を不服として、上記各処分の全部の取消しを求めて、平成２２

年１２月２０日、国税不服審判所長に対し、審査請求をしたところ、同所長は、平成２３年

１２月２０日付けで上記納税告知処分のうち源泉所得税４８０円に係る部分を取り消し、そ

の余の審査請求を棄却する旨の裁決をした（甲３。この一部取消し後の上記各処分が、本件

各処分に該当する）。 

 被控訴人は、平成２４年３月３０日、本件訴えを提起した（当裁判所に顕著な事実）。 

（７）本件各処分の適法性に関する控訴人の主張 

 本件各処分の適法性に関する控訴人の主張は、次の３に控訴人の主張として掲げたものの

ほか、次のとおりである。 

ア 納税告知処分について 

（ア）本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額の計算 

ａ 本件債務免除益は、乙理事長の給与等に該当し、これは定期に支払われるものでは

なく、臨時的なものであるから、賞与となる。 

ｂ 被控訴人が乙理事長に支給する月給給与額は３０万円であり、これから控除される

社会保険料等が３万６６３９円存在し、平成１９年１２月１０日の前月である同年１

１月に支払があったものとみなされる乙理事長の通常の給与等の金額は２６万３３６

１円となるが（所得税法１８８条）、本件債務免除益は上記通常の給与等の額の１０

倍に相当する金額を超える。また、乙理事長は、被控訴人を経由して、平成１９年分

について、給与所得者の扶養控除等申告書を倉敷税務署長に提出しており、控除対象

配偶者及び控除対象扶養親族の数は０人である。 

ｃ 以上を前提として、本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額を、所得税

法１８６条２項１号（ただし、同条１項１号ロによる読替え後のもの）により計算す

ると、次のとおりとなる。 

（ａ）本件債務免除益４８億３６８２万１２３５円の１２分の１に相当する金額は４億

０３０６万８４３６円であり、上記通常の給与額は２６万３３６１円であるから、

これらの合計金額は４億０３３３万１７９７円となり、この金額及び上記扶養親族

等の数に応ずる所得税法別表第二の甲欄に掲げる税額は１億５２９６万４９６２円

となる。 

（ｂ）上記通常の給与額及び上記扶養親族等の数に応ずる所得税法別表第二の甲欄に掲

げる税額は６９２０円となる。 

（ｃ）本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額は、上記（ａ）の税額から上

記（ｂ）の税額を控除した金額１億５２９５万８０４２円に１２を乗じて計算した

１８億３５４９万６５０４円となる。 

（イ）平成１９年分の乙理事長の給与所得に係る源泉所得税の年末調整額被控訴人は、平成

１９年分の乙理事長の給与所得に係る源泉所得税につき過納額が９２６０円生じたとし
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て、これにつき年末調整を行っている。 

 しかし、所得税法１９０条は、年末調整の対象となる者について、その年中に支払う

べきことが確定した給与等の金額が２０００万円以下である者と規定しているところ、

平成１９年中に支払うべきことが確定した乙理事長の給与等の額は、本件債務免除益４

８億３６８２万１２３５円と給与３６０万円とを合計した４８億４０４２万１２３５円

となり、その額が２０００万円を超えるから、乙理事長の給与等については年末調整を

することができない。 

（ウ）以上からすれば、平成１９年１２月分の乙理事長に係る徴収すべき源泉所得税の額は、

上記（ア）の本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額１８億３５４９万６５

０４円となる。 

イ 賦課決定処分の適法性 

 被控訴人は、上記納税告知処分に係る源泉所得税を法定納期限まで納付しなかったこと

について、国税通則法６７条１項ただし書に規定する正当な理由があると認められる場合

に該当しない。 

 国税通則法６７条１項に基づいて、不納付加算税の額を計算すると１億８３５５万円と

なる。 

３ 争点２に対する当事者の主張 

（１）控訴人の主張 

 次のような乙理事長の負債、資産状況によれば、本件債務免除当時、乙理事長が資力を喪

失して債務を弁済することが著しく困難であったとはいえず、本件債務免除益の全額、又は、

少なくとも乙理事長の資産の額から本件債務以外の債務の額を控除した額は、所得税法３６

条１項の「経済的な利益」に該当し、源泉所得税額の計算上給与等の金額に算入すべきであ

る。 

ア 乙理事長の負債について 

ａ 乙理事長の平成１９年１２月１０日時点の負債は、本件債務（４８億３６８２万１

２３５円）を除き、４億４０４０万８４５７円である（乙２３１）。内訳は次のとお

りである。 

（ａ）Ｂ銀行岡山支店及びＣ銀行岡山支店からの各借入金合計 

 １億４６５６万８５３７円 

（ｂ）Ｄからの借入 ８０００万円 

（ｃ）丁、戊及びＥからの各借入金合計 ２７５０万円 

（ｄ）株式会社Ｆに対する未払造成工事代金 １９２万１５００円 

（ｅ）未払公租公課 １億８４４１万８４２０円 

ｂ 本件債務免除当時、本件債務の全部が弁済期を経過していたとはいえない。本件債

務のうち弁済期未到来の部分も含めて、これを弁済するための資金を調達できるかと

いう判断はすべきでない。 

イ 乙理事長の資産について 

 本件債務免除当時、乙理事長の資産は３３億５０７３万２２０８円であった。 

 これに関する控訴人の主張は、別紙２「乙理事長の資産の状況（本件債務免除時）」の

控訴人の主張欄のとおりであり、以下補足する。 
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（ア）委託保証金等 

 本件債務免除時点の株式評価損を計上すべきとの被控訴人の主張は争う。 

（イ）上場株式 

 乙理事長は、平成１９年分の所得税の確定申告において、Ｏ株式会社（以下「Ｏ」と

いう。）及びＰ株式会社（以下「Ｐ」という。）の株式配当金を計上しているから、これ

らの株式も乙理事長の資産に含めるべきである。 

 これらの株式の価額は、財産評価基本通達１６９によれば、次のとおり４７万９７５

２円となる。 

Ｏ ５００株×９１９円＝４５万９５００円（乙２０７） 

Ｐ ８３株×２４４円＝２万０２５２円（乙２０７） 

（ウ）Ｉグループの各社の所有株式等 

ａ 被控訴人の出資持分 

（ａ）被控訴人の出資持分は、取引相場がなく、自由な取引を前提とする時価を把握す

るのは困難であるから、純資産価額方式、すなわち、株式の発行法人の１株当たり

の純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額をもって時価とする方

法により算定するのが合理的である。 

 純資産価額方式によれば、別紙３のとおり、被控訴人の出資持分１口当たりの評

価額は９３０６円になる。 

 この点、被控訴人は、過去の取引事例を基に評価すべきと主張するが、最近１０

年間の取引事例をみると、いずれも被控訴人の関係者間の取引であり、取引価格の

設定に被控訴人が関与しているから、適正な取引事例とはいえず、適正な価額にな

っていない。 

（ｂ）被控訴人の出資持分を純資産価額方式で計算するに当たり、被控訴人の資産の中

に本件債務の債権額４８億３６８２万１２３５円をそのまま計上すべきである。な

ぜなら、債権の評価に当たっては、貸倒れにより債権全額を回収できないことが明

らかとなるなどの事実が生じない限り、その債権額において資産として評価するの

が相当であるところ、本件債務に係る債権の全額で弁済期が到来しているのではな

いし、乙理事長は多額の資産を有し、また多額の資金を容易に調達できたから、本

件債務に係る債権が貸倒れにより債権全額を回収できないことが明らかであるとす

る事実はないからである（乙２１４の１・２参照）。 

（ｃ）被控訴人は、岡山県倉敷市所在の土地上にある家屋番号●●、●●及び●●の未

登記建物（乙２１５の５ないし１４頁。以下「Ｑの建物」という。）を所有し、そ

の敷地の借地権（評価額９４５６万５７８１円）も有しているから、これを被控訴

人の資産に含めるべきである。 

（ｄ）乙理事長の保有する被控訴人の出資持分の口数は、乙理事長名義の出資持分８万

３７５０口だけではなく、丁（出資持分８３００口）、Ｋ（出資持分５万１８００

口）、Ｌ（出資持分５万１１７０口）及びＭ（出資持分４万１８４０口）の各名義

の出資持分を含む合計２３万６８６０口が乙理事長の資産に含まれる。なぜなら、

上記の乙理事長の子らが保有する出資持分は、いずれも元は乙理事長名義であり、

乙理事長の子らに名義変更した後に贈与税の申告はされず、平成１０年５月には、
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乙理事長の子ら名義（Ｍを除く。）の出資持分が本件債務のため被控訴人に担保提

供されているからである（乙８の１・２）。 

（ｅ）以上によれば、乙理事長が所有する被控訴人の出資持分の総額は２２億０４２１

万９１６０円になる。 

（ｆ）仮に、本件債務に係る債権（以下、本件債務を被控訴人の乙理事長に対する債権

としてみる場合には、「本件債権」という。）の資産価値を０円と評価した場合、そ

の評価の理由が、乙理事長の本件債務免除直前における資産負債状況を考慮すれば

資力喪失状態であり、本件債権が実質的に回収不能であったというものであるなら

ば、本件債務免除直前の被控訴人の出資持分等の評価においては、次の２点も考慮

すべきである。 

 ①乙理事長が本件債務免除の際に本件不動産１ないし３７を被控訴人に売却し、

その代金債務と本件債務とを相殺しているところ、本件不動産１ないし３７を被控

訴人の資産に加算した上で、被控訴人の出資持分を評価すべきである。 

 ②Ｒ銀行が本件債務免除前の平成１９年１２月７日に被控訴人に対する２０億３

７５０万１６４０円の貸金債権を債務免除しているから、これにより被控訴人の負

債額を減額して出資持分を評価すべきである。 

 以上を前提とすれば、被控訴人の出資持分は１口４１２２円と評価できるのであ

り、２３万６８６０口で９億７６３３万６９２０円になる。 

ｂ Ｄの株式 

（ａ）Ｄは被控訴人の出資持分を保有しているところ、被控訴人の出資持分を１口９３

０６円とした上で、Ｄの株式を純資産価額と類似業種比準価額を等分に加味した小

会社の株式の原則的評価の方式で計算すると、別紙４のとおり１株３万４８４８円

になる。 

（ｂ）乙理事長が所有するＤの株式数は、乙理事長名義のものだけでなく、Ｋ、Ｌ及び

Ｍ名義のものも含めれば、１万５５００株になる。 

（ｃ）以上によれば、乙理事長が所有するＤの株式の総額は５億４０１４万４０００円

になる。 

ｃ Ｇの株式 

（ａ）Ｇは被控訴人の出資持分を保有しているところ、被控訴人の出資持分を１口９３

０６円としてＧの株式を純資産価額と類似業種比準価額を等分に加味した小会社の

株式の原則的評価の方式で計算すると、別紙５のとおり１株７万２３６２円になる。 

（ｂ）乙理事長が所有するＧの株式数は１００株であるから、同社の株式の総額は７２

３万６２００円になる。 

（エ）不動産 

ａ 土地（本件不動産３８の敷地、本件不動産３９、４１ないし４３） 

 土地の時価については、相続税における土地の評価は地価公示価格の８割程度とさ

れていること（乙１９０、１９１）からすれば、通常の取引を念頭に置いている地価

公示価格に近い価額となるように、相続税評価額を０．８で除した価額とするのが合

理的である（乙１８８の１・２参照）。 

 乙理事長が所有する本件不動産３８の敷地、本件不動産３９、４１ないし４３の各
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土地の相続税評価額に０．８を除した評価額の合計は１億７１５６万５０３４円にな

る。 

ｂ 建物（本件不動産３８、４０について） 

 建物の評価に当たり、固定資産税評価額に用いられる財産評価基本通達（同通達８

９）は、一般の取引における価額よりも控えめに評価するものであるから、これによ

る固定資産税評価額を時価とみるのは相当でない。むしろ、当該建物の取得価額が通

常の取引価格よりも低いなどの特段の事情がある場合を除き、当該建物の取得価額か

ら、取得日から評価時点までの期間の償却費相当額を控除して算定するのが合理的で

ある。 

 これによると、本件不動産３８の建物の価額は１億１７５０万６０００円、本件不

動産４０の建物の価額は４８６７万１１０５円、合計１億６６１７万７１０５円にな

る。 

（オ）本件不動産４０の建物の借地権 

 本件不動産４０の建物の敷地である岡山県倉敷市所在の土地（以下「Ｓの土地」とい

う。乙１６４、２５０）の上には、ほかに、被控訴人所有のＩグループ営業本部棟（１

階の一部をＴが使用）、並びに、Ｄが所有するＵ倉敷店の建物及びＶの建物（カラオケ

ボックス附属）が存在し（乙１９９、２００の１・２）、これらの建物敷地を除く部分

は、これらの建物の共用駐車場になっている（甲６ないし１０、乙２０１）。 

 このような場合、各建物の借地権（土地利用権）の及ぶ範囲は、Ｓの土地上の全ての

建物の総床面積で按分するのが合理的である（乙２０２の１・２）。 

 そうすると、本件不動産４０の建物の借地権の範囲は、別紙６のとおり３５５６．１

９㎡となる（乙２３０の１）。 

 ただし、この借地権の対象であるＳの土地は、都市計画道路予定地であるため（乙２

５０）、財産評価基本通達２４－７に定める補正率を乗じて計算すると、借地権の時価

相当額は１億１８１５万２５４８円になる（乙２５０の４・５枚目）。 

（カ）乙理事長が容易に資金調達できる資金 年間５４３９万７０４８円 

ａ 乙理事長の年間収入 

 乙理事長の年間収入は、本件不動産３９ないし４１からの賃料収入が２７４９万２

０００円、役員報酬等による収入が９９７万３７８６円、合計３７４６万５７８６円

である。 

ｂ 乙理事長の親族らの収入・資金 

 乙理事長の親族らの収入の中には、別紙７のとおり、①Ｄが丙、丁、Ｋ及びＬに対

して支払っている給与年間合計７４７万円、②乙理事長の子ら各名義のＩグループの

株式等から生ずる配当収入（平成１８年１２月期で合計１６６万５５５０円）、③丁

名義の預金口座に店舗「Ｗ」から入金される賃料年間７７９万５７１２円（この店舗

は、丁名義を借用した乙の所有店舗である）がある。その合計は、年間合計１６９３

万１２６２円になる。 

 乙理事長は、乙理事長の親族名義の銀行口座の預金を管理しており、上記の親族名

義の収入は、いずれも、乙理事長が容易に調達できる年間資金として考慮すべきであ

る。 
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ｃ 以上の合計額は、年間５４３９万７０４８円になる。 

ウ 予備的主張 

 本件債務免除益のうち、少なくとも乙理事長の資産の額から本件債務を除く乙理事長の

債務の額を控除した範囲については、源泉所得税の計算上給与等の金額に算入すべきであ

る。なぜなら、債務免除された債務のうち債務者にとって弁済することが可能な部分は、

その債務免除によってその者の担税力を増加させる利得であり、所得税法３６条１項のい

う「経済的な利益」に該当するからである。 

 本件債務免除当時の乙理事長の資産は少なくとも３３億５０７３万２２０８円であり、

これを、被控訴人を除く債権者に対して乙理事長が負っている負債合計４億４０４０万８

４５７円の弁済に充てたとしても、残りは２９億１０３２万３７５１円になる。この部分

の担税力が、本件債務免除により増加したといえるから、同額の部分は、所得税法３６条

１項の「経済的な利益」に該当し、源泉所得税額の計算上給与等の金額に算入されるべき

である。 

 この場合の源泉所得税額は１１億０３４２万７４６８円になり、不納付加算税額は１億

１０３４万３０００円になる。 

（２）被控訴人の主張 

ア 乙理事長の債務について 

ａ 乙理事長の本件債務免除当時の債務は、本件債務免除分（本件債務免除の前に乙理

事長が不動産を売却して７億２６４０万円余を支払った後の金額）も含めて５３億０

４１４万２２９４円である（本件債務が４８億３６８２万１２３５円、未納公租公課

が２億１１３３万１０２２円。控訴人が当初主張していた債務総額５２億７７６６万

４０９２円に、新たに判明した平成１１年度分以降の固定資産税、都市計画税の延滞

金２６４７万８２０２円を加えた額。甲４０）。 

 これに加えて、本件債務免除後、平成１８年度分の所得税（本税）として１１２５

万１４００円、加算税１２７万６５００円、平成１９年度分の所得税（本税）として

２３７４万１７００円、加算税３５６万１０００円の合計３９８３万０６００円の未

納公租公課が発生している（甲４１、４２）。これらは本件債務免除時点で確定して

いないとはいえ、租税債権は優先債権であるから、弁済能力を勘案する際に斟酌すべ

き負債に含まれる。 

ｂ 本件債務は弁済期の定めがないから、いつでも返済請求を受けうるのであり、弁済

期が未到来とはいえない。なお、乙理事長は被控訴人に対し、本件債務を月額５００

万円ずつ（年間６０００万円）弁済しているものの、本件債務免除時点の残元本だけ

で４８億３６８２万１２３５円もあることからすれば、この弁済は分割弁済の合意を

意味するものではない。 

イ 乙理事長の資産について 

 倉敷税務署長は、乙理事長に対する平成１９年異議決定において、本件旧通達の適用を

認めて、Ｊによる債務免除当時、乙理事長が資力を喪失して債務を弁済することが著しく

困難であると認められるものと判断し、課税処分を一部取り消した。本件債務免除は、平

成１９年異議決定を受けて、同決定の約４か月後に行ったものであり、乙理事長の弁済能

力が欠如していることに変わりはない。倉敷税務署長は、自ら乙理事長から国税を徴収す
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るのは無理と判断しながら、被控訴人に対しては、被控訴人の資産を当てにし、被控訴人

が源泉徴収者として本来の納税義務者である乙理事長から求償権に基づき徴収すれば良い

と安易に考え、乙理事長に弁済能力があるとの矛盾した判断をして本件各処分をした。こ

れは、源泉徴収義務者に実質の負担をさせるべきではないという源泉徴収制度の根本を無

視するものである。 

 乙理事長の資産に関する被控訴人の個別の主張は、別紙２「乙理事長の資産の状況（本

件債務免除時）」のとおりであり、以下補足する。 

（ア）委託保証金等 

 委託保証金は、一定期限内に決済することが義務付けられている信用取引等における

株式取引の損失を担保するための保証金である。この保証金を資産に計上するのであれ

ば、本件債務免除時点での株式評価損も計上すべきである（甲２８ないし３０）。 

（イ）上場株式 

 控訴人が乙理事長の所有株式と主張するＯ及びＰの各株式は、いずれも単元未満株で

あり、売却できないから、評価額は０円とすべきである。 

（ウ）Ｉグループの各社の所有株式等 

ａ 被控訴人の出資持分 

（ａ）非上場株式等については、控訴人は配当還元方式を採用しているのに、被控訴人

の出資持分の評価方法を純資産価額方式によるのは、不合理である。被控訴人の定

款上、被控訴人の存続中に組合員の脱退が認められておらず、解散しない限り持分

払戻請求権が現実化し行使されることがない旨定めていることからしても、不合理

といえる。 

 被控訴人の出資持分の評価は、取引事例によるべきであり、それによれば１口１

６９円になる。 

（ｂ）仮に純資産価額方式で評価するとしても、４８億３６８２万１２３５円もの焦げ

付いた債権（本件債務）の額面額を、そのまま正常資産として被控訴人の資産に計

上するのは不合理である。平成１７年債務免除益の段階で、倉敷税務署長自ら、平

成１９年異議決定において、乙理事長には本件債務の債務弁済能力が認められない

と判断していた。 

（ｃ）被控訴人の出資持分を評価する場合、次の点も考慮すべきである。 

ｉ 控訴人は、被控訴人の資産の中にＱの建物の借地権が含まれるものとして被控

訴人の出資持分を評価している。しかし、Ｑの建物は、平成１６年７月に被控訴

人からＤに譲渡され、同年８月からＤが供用を開始しているから（甲２０、２１。

控訴人も、差戻し前の控訴審では、譲渡されたことを前提に評価していた。控訴

理由書別表３－１・２）、被控訴人は、本件債務免除当時、その借地権を資産と

して有していなかった。 

ⅱ 控訴人は、被控訴人所有の土地について、相続税評価額７億８３３４万３９８

７円に０．８を除し、９億７８３２万１２３１円と評価している。しかし、土地

について換価処分性を考慮するのであれば、出資持分について換価処分性を考慮

せずに純資産価額方式で評価するのは矛盾している。０．８で除する評価方法も

不合理である。 
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ⅲ 以上から、控訴人主張の被控訴人の資産は、次のとおり訂正されるべきである。 

 貸付金 ５７億６２８９万３０００円→９億２６０７万１７６５円 

 土地   ９億７８３２万１２３１円→７億８３３４万３９８７円 

 借地権    ９４５６万５０００円→          ０円 

 これによると、被控訴人は資産よりも負債が超過するから、被控訴人の出資持

分の評価額は０円になる。 

 仮に、土地の評価額を９億７８３２万１２３１円としても、被控訴人の資産額

は３２億５８２８万８７６５円になり、出資持分１口当たり２９７円にとどまる。 

（ｄ）控訴人は、本件各処分の異議段階から差戻し前の第１審まで、一貫して、乙理事

長の出資持分の口数を同人名義分の８万３７５０口としていたのに、差戻し前の控

訴審において、一転して、乙理事長の子ら名義の被控訴人の出資持分も含めて所有

しており、合計２３万６８６０口になると主張する。 

 しかし、被控訴人の定款１２条は、出資証券の譲渡を理事長の承諾でできる旨定

め、被控訴人はその手続をした後で出資者名簿に乙理事長の子らの出資口数の変更

手続を行い、出資者名簿に登録している。また、乙理事長の子らは、平成２２年度

から各人の名義の出資持分に基づく配当金を所得として所得税の申告をしている。

よって、同人らの出資持分は乙理事長の資産に含まれない。乙理事長の保有する被

控訴人の出資持分は、同人名義の８万３７５０口にとどまる。 

（ｅ）控訴人は、平成２８年６月１７日付け第９準備書面において、上記予備的主張の

中で、①乙理事長が本件債務免除の際にその所有不動産を被控訴人に売却し、その

売却代金をもって本件債務の一部の弁済に充当しており、その不動産を被控訴人の

出資持分評価に加算すべきである、②Ｒ銀行が本件債務免除前の平成１９年１２月

７日に被控訴人に対する２０億円余りの債権を債務免除しており、これにより被控

訴人の負債額を減額して出資持分を評価すべきである、として、新たに、課税行為

算定の事実を主張する。しかしながら、これは、被控訴人の決算書の土地勘定科目

と借入金勘定科目の中から、都合の良い数値のみをピックアップしてその後の数値

を使用するもので違法であり、時機に後れた攻撃防御方法で、却下されるべきであ

る。 

ｂ Ｄの株式 

 被控訴人の出資持分を１口１６９円とすると、これを保有するＤは債務超過状態に

あり、同社の株式評価は０円になる。 

ｃ Ｇの株式 

 被控訴人の出資持分を１口１６９円とすると、これを保有するＧは債務超過状態に

あり、同社の株式評価は０円になる。 

（エ）不動産 

 控訴人は、本件不動産３８（築後２０年１０か月経過）及び本件不動産４０（築後１

１年１０か月経過）の各建物につき、取得価額から償却率に基づく償却費相当分を控除

する方法で評価する。しかし、築２０年以上の建物の償却率を１．５％として計算する

のは、換価処分性の観点を無視するものである。 

（オ）借地権 
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 乙理事長が所有する本件不動産４０の建物の借地権の範囲につき、控訴人は、共用駐

車場部分を含むＳの土地全体を、同土地上の建物のうち本件不動産４０の建物の床面積

が占める割合で按分した面積になると主張する。 

 しかし、借地権の範囲は地主と借地人の間の契約に基づき定まるものであって、建物

面積の按分で借地権の範囲を定めるような契約を締結するようなことはない。乙理事長

の債務弁済能力を判断する場合、資産の処分換価性を考慮すべきところ、共用駐車場に

借地権が及ぶものと評価して売却できるはずがなく、控訴人の主張は非現実的で不合理

である。 

（カ）乙理事長の年間資金調達能力について 

ａ 乙理事長の平成２０年度の年間収入は、３４５１万２５７２円にとどまる（甲３４

ないし３６）。これに公租公課、社会保険料を控除した手取り額は、１６９３万円余

（平成２０年から２２年までの３年間の平均で１５９０万円弱）である。さらに、広

島国税局が、この年間収入を前提に、乙理事長の平成１２年以降の未納の加算税、延

滞税として毎月２００万円を乙理事長に納付させているから（甲３７、３８）、乙理

事長の年間収入は赤字である。 

 加えて、乙理事長の上記年間収入は、乙理事長が出資持分、株式及び不動産を所有

し続けることを前提にしているから、これらを売却処分すれば、収入が途絶えること

になる。 

ｂ 控訴人は、乙理事長の妻子名義の株式、給与、賃料収入、預金等も乙理事長にとっ

て調達可能な資金であると主張する。しかし、乙理事長の妻子は各自の収入を各自の

所得として倉敷税務署長に申告しているから、乙理事長が資金調達できる資金には当

たらない。乙理事長が乙理事長の妻子の給与等を使ったとしても、同人らからの借入

れになるにすぎず、債務総額に変わりはない。 

ウ 予備的主張について 

 控訴人は、本件債務免除益のうち、少なくとも乙理事長の資産の額から本件債務を除く

乙理事長の債務の額を控除した範囲については、源泉所得税の計算上給与等の金額に算入

すべきであると主張する。 

 しかし、この主張は、源泉徴収義務者に対して、受給者の資産状態を調査させてその弁

済能力の実態に合わせた徴収義務を負わせるものであり、源泉徴収制度に反する。 

４ 争点３に対する当事者の主張 

（１）被控訴人の主張 

 倉敷税務署長は、平成１９年異議決定において、乙理事長について「資力を喪失して債務

を弁済することが著しく困難と認められる場合」に当たると認定して本件旧通達の適用を認

めた。被控訴人と乙理事長は、この判断に基づいて、平成１９年異議決定から約４か月後に、

本件債務免除には課税処分されないことを確認し、これを表示した上で、乙理事長の主要不

動産を売却してその売却代金で一部弁済させた上で、その残金について本件債務免除をした。

そのため、本件債務免除が課税処分の対象になるのであれば、被控訴人と乙理事長とが確認

し合った前提条件に錯誤があり、これを表示しており、要素の錯誤に当たるから、本件債務

免除は民法９５条により無効になる。 

 なお、民法９５条は、錯誤の主張時期に制限を課していないのであり、租税の対象となる
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法律行為に関して時間的制約を加えるのは、憲法８４条の租税法律主義に反し、許されない。 

（２）控訴人の主張 

 給与所得者に対する所得税の徴収方法として源泉徴収制度を採用し、源泉徴収義務の違反

や脱税に対しては加算税等を課して、適正な納税がされることを期待している我が国の租税

制度の下において、安易に源泉徴収義務の発生の原因となる法律行為の錯誤無効を認めて、

当該源泉徴収義務を免れさせることは、源泉徴収義務者間の公平を害するとともに、租税法

律関係を不安定にし、ひいては源泉徴収制度の破壊につながる。したがって、被控訴人が法

定納期限経過後に錯誤無効を主張することは許されないというべきである（乙３８の１ない

し３）。 

 また、被控訴人は、本件債務免除の際、債務免除をする効果意思を有し、かつ、乙理事長

が債務を弁済するのが著しく困難であったとはいえないことを認識していたのであり、代表

者が乙理事長である被控訴人は、本件債務免除が非課税になると誤信していたとはいえない

から、錯誤はなかった。 

 被控訴人が源泉徴収義務者という、いわば預り金を納付するという立場に過ぎず、最終的

な所得税の負担者でない点からも、被控訴人に税負担を原因とする錯誤が生じることはあり

得ない（乙２２１参照）。 

 仮に、非課税になることに錯誤があるとしても、動機の錯誤に過ぎず、その動機は本件債

務免除に当たって、明示的にも黙示的にも表示されていないから、「要素の錯誤」とはいえ

ない。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点２（本件債務免除益を給与等の源泉所得税の計算上収入金額に算入すべきか。具体的に

は、本件旧通達を適用して、乙理事長に係る給与等の源泉所得税額の計算上本件債務免除益を

収入金額に算入すべきか） 

（１）本件旧通達の趣旨 

 債務者は、債権者から債務免除を受けた場合、原則として、所得税法３６条１項にいう

「経済的な利益」を受けたことになり、免除の内容等に応じて当該債務者の事業所得その他

の各種所得の収入金額となるものであるが、例えば、事業所得者が、経営不振による著しい

債務超過の状態となり、経営破綻に陥っている状況で、債権者が債務免除をしたなどという

場合には、債務者は、実態としては、支払能力のない債務の弁済を免れただけであるから、

当該債務免除益のうちその年分の事業損失の額を上回る部分については、担税力のある所得

を得たものとみるのは必ずしも実情に即さず、このような債務免除額に対して原則どおり収

入金額として課税しても、徴収不能となることは明らかで、いたずらに滞納残高のみが増加

し、また、滞納処分の停止を招くだけであり、他方、上記のような事情がある明らかに担税

力のない者について課税を行わないこととしても、課税上の不公平が問題になることはなく、

むしろ、課税を強行することについて一般の理解は得られないものと考えられる。こうした

ことから、本件旧通達は、かかる無意味な課税を差し控え、積極的な課税をしないこととし

ている（乙３２、３３、７０）。 

 本件旧通達の定める「資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難」とは、所得税法

９条１項１０号及び所得税法施行令２６条の各規定において用いられている文言と同じであ

り、これらの各規定における当該文言の意義については、所得税法基本通達９－１２の２に
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おいて、「債務者の債務超過の状態が著しく、その者の信用、才能等を活用しても、現にそ

の債務の全部を弁済するための資金を調達することができないのみならず、近い将来におい

ても調達することができないと認められる場合をいい、これに該当するかどうかは、これら

の規定に規定する資産を譲渡した時の現況により判定する」と定めているから、本件旧通達

の上記定めも、同じ意義を有するものとして用いられていると解される。 

 また、これは、破産手続開始の原因となる「支払不能」（破産法１５条１項）又は民事再

生手続開始の条件となる「破産手続開始の原因となる事実の生ずるおそれがあるとき」（民

事再生法２１条１項）と同様の状態にある者をいうと解される（乙７１の６枚目）。ここで

いう支払不能とは、債務者が支払能力を欠くために、その債務のうち弁済期にあるものにつ

き、一般的かつ継続的に弁済することができない状態をいう（破産法２条１項１１号参照）。 

 なお、本件旧通達は、上記のような場合に受けた債務免除益については、「各種所得の金

額の計算上収入金額又は総収入金額に算入しないものとする」とのみ定めているが、この定

めは、給与所得に係る源泉所得税額の計算上給与等の金額に算入しないとする趣旨も含むも

のと解される。 

（２）認定事実 

 後掲証拠及び弁論の全趣旨によれば、上記前提事実に加え、次の事実が認められる。 

ア 乙理事長とＩグループとの関係 

 乙理事長は、昭和５６年に被控訴人の専務理事になり、平成●年●月●日から平成●年

●月●日までの間理事長を務めた（乙２ないし４）。 

 乙理事長は、平成１９年当時、被控訴人の出資総額２７００万円のうち４１８万７５０

０円の出資をしている筆頭出資者であった。乙理事長及び乙理事長の子ら名義による出資

金総額は１７５７万０５００円であり、出資総額に占める同族関係者の出資割合は６５％

である。他の同族関係者となる出資者は、被控訴人の現在の代表者であり乙理事長の実弟

である甲、甲の兄Ｘ及び同人の妻Ｙである（乙５）。 

 乙理事長は、平成２３年８月３１日時点でＤの発行済み株式総数２万株のうち２０００

株の（乙６）、平成２０年６月３０日までＧの発行済み株式総数２００株のうち１００株

の（乙７）、平成２０年６月３０日までＨの発行済み株式総数２００株のうち４０株の

（乙８）、各株式を所有する株主であった。 

 また、乙理事長は、本件債務免除の前後にわたり、Ｄの代表取締役並びにＧ及びＨの各

取締役を務めていた（乙９の１ないし３）。 

イ 被控訴人から乙理事長への貸付状況 

 乙理事長は、昭和４２年から有価証券取引を行っており、昭和６０年頃からは有価証券

先物取引も行うようになった（乙２、弁論の全趣旨）。 

 被控訴人は、昭和５６年頃から、金融機関から融資を受け、その融資金を乙理事長に転

貸するようになった。乙理事長は、被控訴人及び金融機関からの借入金（平成１２年１２

月時点で合計７１億円余に上っていた。）を、有価証券取引及び有価証券先物取引株式投

資や税金の支払、不動産の購入資金等に充てていた（乙２、１９ないし２１、４０、４９

ないし５４、７３、１０７。枝番を含む。）。 

 被控訴人が乙理事長に貸付をしてきたのは、乙理事長が被控訴人の事業規模の拡大に寄

与したこと、乙理事長が被控訴人を人格なき社団にしたことにより、被控訴人には収益事
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業にのみ法人税が課税され、土地の売却益に課税されないなど、税金面で優遇を受けられ

るようになったことなどの貢献によるものである（乙１９問答７、乙２２問答１３、１

４）。 

 被控訴人から乙理事長への金銭貸付は、乙理事長が貸付願いを提出し、甲が決裁するこ

とにより実行されており（乙１９問答５、乙２１問答５、乙１０５）、理事会が開催され

ずに貸付がされることもあった（乙１９）。 

ウ 乙理事長から被控訴人への減免要請 

 平成２年１２月２６日以降、被控訴人は、乙理事長から、被控訴人からの借入元利金を

返済できる状態にないとして、平成１９年３月頃までの間、繰り返し借入金債務の減免の

要請を受けてきた。これに対し、被控訴人は、借入金元本の免除まではしなかったものの、

乙理事長所有の土地に被控訴人関連会社が建物を建て、会社運営を行っていることから、

乙理事長が第三者に土地を処分して返済をするのは被控訴人の運営上支障を招くことなど

を考慮し、利息の減免（年２％ないし０％とするもの）には応じてきた（乙２０の１ない

し１５）。 

 乙理事長は、被控訴人に対し、平成１６年３月頃から平成１９年１１月までの間、概ね

毎月５００万円程度の弁済を継続していた（乙２１、７３）。しかし、被控訴人から乙理

事長への貸付残高は、平成９年１０月１４日で５２億９７００万円であったのが、約１０

年後である平成１９年１１月３０日には５３億２６７３万０９３４円に増えていた（乙２

１、７３別添１）。 

エ 平成１７年債務免除益 

 Ｂ銀行は、被控訴人及び乙理事長に対する貸付債権を不良債権として処理するため、平

成１５年７月３０日、被控訴人に対する貸付債権（元金額２４億５８３１万円）及び乙理

事長に対する貸付債権（元金額１億０８８２万１１４３円）をＺに譲渡した（甲４、乙４

２の１・２）。同社がＪにこれらの債権の回収業務を委託したところ、Ｊは、乙理事長と

の間で、平成１６年７月２３日、乙理事長が６５００万円の分割弁済を遅滞なく行った場

合は、その余の支払義務を免除する旨の合意をした（乙４２の１）。 

 その後、６５００万円の分割弁済が遅滞なく行われたため、Ｊは、乙理事長に対し、平

成１７年７月３１日、その余の支払義務を免除した。なお、６５００万円の分割弁済の原

資を拠出したのは被控訴人であった（乙４３）。 

 乙理事長は、倉敷税務署長から平成１７年分所得税の更正処分及び過少申告加算税の賦

課決定処分を受けたため、異議申立てをしたところ、倉敷税務署長は、乙理事長が平成１

７年７月３１日にＪから残元本４３８２万１１４３円及びその延滞利息・損害金債務の免

除を受けたことにより乙理事長が受けた免除益（平成１７年債務免除益）は、本件旧通達

が定める「債務者が資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難と認められる場合」

に該当する旨判断した平成１９年異議決定を出した（甲４）。 

オ 平成１７年７月３１日から本件債務免除までの乙理事長の資産変動 

 平成１７年７月３１日の債務免除から、本件債務免除があった平成１９年１２月９日ま

での間、乙理事長の資産が特段増加した事実は窺われない（控訴人は、差戻し前控訴審に

当たり、新たに収集した証拠により乙理事長の資産が見つかったとして乙１１８ないし１

２４、１４３、１４５、１４７等を提出するが、これらも、乙理事長が平成１７年７月３
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１日の債務免除後新たに資産を形成した事実を裏付けるものではない。）。 

 なお、乙理事長は、平成１８年１２月時点でＲ銀行から１３億２８２５万円の借入れを

していたところ（乙４８）、Ｒ銀行は、平成１９年３月２６日、乙理事長から担保として

差入れを受けていた株式を、株式市場で売却処分し、売却代金１４億６５５２万２３６０

円から手数料４万３１９４円を控除した１４億６５４７万９１６６円を乙理事長に対する

貸付債権に充当した（乙５５の１）。 

カ 本件債務免除後も、乙理事長は、継続的にＤからの借入れを繰り返しており、借入残高

は平成２２年８月３１日期末時点で４億２４００万円、平成２３年８月３１日期末時点で

は減少したものの、平成２４年８月３１日期末時点で４億７８１３万３０００円に膨らん

でいる（乙２４、６８、６９、７９の１３）。 

（３）本件債務免除当時の乙理事長の負債 

ア 本件債務免除当時の乙理事長の負債のうち、以下の部分については、その存在に争いが

ない。 

（ア）Ｂ銀行岡山支店及びＣ銀行岡山支店からの各借入金合計１億４６５６万８５３７円 

（イ）Ｄからの借入金８０００万円 

（ウ）丁、戊及びＥからの各借入金合計２７５０万円 

（エ）株式会社Ｆに対する未払造成工事代金１９２万１５００円 

（オ）本件債務４８億３６８２万１２３５円（乙理事長及び丙が所有ないし共有する不動産

を売却し、その代金債務と借入金債務とを対当額で相殺した後の金額） 

イ 未払公租公課 

 乙２３１によれば、本件債務免除当時の乙理事長が負う公租公課の額は、１億８４４１

万８４２０円と認められる。 

ウ 本件債務の弁済期が到来していたか 

（ア）控訴人は、本件債務免除当時、本件債務の全部が弁済期を経過していたとはいえない

から、全部を支払うための資力を有するかという観点からの判断をすべきでないと主張

する。その理由として、控訴人は、本件債務（残元本）が４８億３６８２万１２３５円

にのぼるとはいえ、①本件債務が、乙理事長の個人企業というべき被控訴人を債権者と

し、かつ、毎月月末に一定額を弁済し、余剰資金があるときには臨時で弁済することが

合意された債務であること、②乙理事長がその合意に従い遅滞なく弁済していたことを

挙げる。 

（イ）たしかに、本件債務免除の対象となった本件債務のうち平成１５年以前の貸付分は、

弁済期の定めがなく、乙理事長に余剰資金があるときに乙理事長の裁量により弁済額を

決定しており、平成１６年頃に乙理事長と被控訴人の間で毎月月末に５００万円を弁済

し、乙理事長に余剰資金があるときに臨時で弁済する旨の合意がされている。しかし、

弁済期の定めがないことは本件債務免除時点で弁済期が未到来であることを直ちに意味

するものではないし、乙理事長が弁済額の決定をする裁量権を有していたとしても、上

記（２）で認定した被控訴人内部での乙理事長の出資持分割合のほか、理事会での決議

状況、乙理事長の債務が本件債務免除前に５０億円を超す巨額なものであるのに対し、

乙理事長の分割弁済額が月額５００万円程度にとどまり、毎年の利息の全額弁済すら困

難な状態が長期間続いてきたことも併せ考慮すれば、本件債務の中に弁済期が到来して
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いない部分があるとは認められない。 

 よって、控訴人の上記主張は採用できない。 

エ 本件債務免除当時の乙理事長の負債の額 

 以上によれば、本件債務免除当時の乙理事長の負債額は５２億７７２２万９６９２円で

あり、本件債務を除くと４億４０４０万８４５７円であり、いずれも弁済期の到来したも

のとして考慮すべきものであると認められる。 

（４）本件債務免除当時の乙理事長の資産 

 債務免除時点で債務者が資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難であるのかを判

断するに当たっては、その債務者の有する財産を換価することによりどれだけの支払原資が

得られるかの観点から財産評価をすべきであり、債務免除当時の時価で評価されるべきであ

る（乙１８８の１・２）。 

 以下、これを前提に、本件債務免除当時の乙理事長の資産額について判断する。 

ア 預金、解約返戻金、未収賃料、非上場株式等 １４９５万００７０円 

 本件債務免除当時、乙理事長の資産として、以下の財産があることは、当事者間に争い

がない（別紙２「乙理事長の資産の状況（本件債務免除時）」の番号１ないし３、６）。 

（ア）預金 １１９３万２０４８円 

（イ）解約返戻金 ６万３６２９円 

（ウ）未収賃料 １６９万９１９３円 

（エ）非上場株式等 １２５万５２００円 

イ 委託保証金等 ３７１６万８４５７円 

（ア）控訴人は、乙理事長の資産となる委託保証金の金額を３９２３万６２３９円と主張し、

その根拠を次のとおり示している（基準日は平成１９年１２月７日）。 

ａ ａ証券分 ２万７０１８円 

ｂ ｂ証券分 ７６９９万６４３５円 

評価損  △４１４０万８０００円（先物オプション取引及び信用取引の

各評価損合計２１６５万円と１９７５万８０００円（乙２０

５）の合計） 

ｃ ｄ証券分 ６６０万７２８６円 

評価損 △２９８万６５００円 

（イ）しかし、本件債務免除日である平成１９年１２月１０日時点での乙理事長が保有する

委託保証金は、次のとおり３７１６万８４５７円と認められる。 

ａ ａ証券分 ２万７０１８円（乙２０４） 

ｂ ｂ証券分 ７７１８万１２７９円 

（乙２０５から認められる７６９９万６４３５円に、甲２

６で認められる評価上昇分１８万４８４４円を加算した

額） 

評価損 △４３５４万４５００円（甲２７） 

ｃ ｄ証券分 ６８４万６１６０円（甲３０） 

評価損  △３３４万１５００円（甲２９） 

ｄ 小計 ３７１６万８４５７円 
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ウ 上場株式 ８９０５万１８５２円 

 乙理事長が平成１９年１２月１０日時点で上場株式（株式会社ｅ、ｆ株式会社、株式会

社ｇ、株式会社ｈ、ｉ株式会社、株式会社ｊ、ｍ株式会社、ｎ株式会社及びｑ株式会社の

各株式）を合計２０万４９３９株所有しており、それらの同日の最終価格が８８５７万２

１１０円であることは、当事者間に争いがない。 

 これに加えて、乙２０７（６枚目）によれば、Ｏの株式が乙理事長名義であるのに加え、

乙理事長が、平成１９年分所得税の確定申告において、Ｏ及びＰの中間配当金及び期末配

当金を収入に計上していることが認められることからすれば、これらの株式も乙理事長の

所有物として資産に含まれると認められる。 

 これらの株式の価額は、財産評価基本通達１６９によれば、次のとおり４７万９７５２

円と認められる。 

   Ｏ ５００株×９１９円＝４５万９５００円（乙２０７） 

   Ｐ ８３株×２４４円＝２万０２５２円（乙２０７） 

 この点、被控訴人は、Ｏの株式が単元未満株であると主張するが、単元未満株であって

も、自由に取引をすることが可能であるから、上記評価額に不合理なところはない。 

 以上によれば、被控訴人が本件債務免除当時に所有する上場株式の評価額は、控訴人が

主張する８９０５万１８５２円を下らないと認められる。 

エ Ｉグループの各社の所有株式等 

（ア）被控訴人の出資持分 ９億７６３３万６９２０円 

ａ 控訴人は、乙理事長が所有する被控訴人の出資持分の評価額について、①純資産価

額方式を採用した上、②本件債務に係る債権の評価額を額面どおりとして被控訴人の

資産に計上し、③被控訴人所有の土地の評価額は相続税評価額を０．８で除した額と

して資産評価し、④Ｑの建物を被控訴人がＤへ譲渡した事実を認めず、Ｑの建物の敷

地の借地権を被控訴人の資産に含めて、被控訴人の出資持分を１口９３０６円と評価

した上で、⑤乙理事長が所有する被控訴人の出資持分を２３万６８６０口とし、乙理

事長が所有する被控訴人の出資持分評価額を２２億０４２１万９１６０円（９，３０

６×２３６，８６０）と主張している。 

 以下、この評価方法の当否を判断する。 

ｂ 純資産価額方式を採用することの適否 

（ａ）株式等の時価は、当該株式等の取引事例が適正なものであれば、株式等の時価を

その取引価額をもって算定することに合理性があるが、そのような方法を採ること

ができない場合に純資産価額方式により算定するのが合理的というべきである。こ

のことは、所得税基本通達２３～３５共－９（４）において、取引相場のない株式

等の価額の算定に関し、ⓐ売買実例のあるものであれば、最近において売買の行わ

れたもののうち適正と認められる価額、ⓑ売買実例のないものでその株式の発行法

人と事業の種類、規模、収益の状況等が類似する他の法人の株式の価額があるもの

であれば、当該価額に比準して推定した価額、ⓐⓑのいずれにも該当しない場合に

は、権利行使日等又は権利行使日等に最も近い日におけるその株式等の発行法人の

１株又は１口当たりの純資産価額等を参酌して通常取引されると認められる価額と

していること（乙１５４）、法人税基本通達４－１－５、９－１－１３でも、同様
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の定めがあること（乙１５５）からも裏付けられる。 

（ｂ）この点、被控訴人は、①被控訴人の出資持分の取引実績があることを前提に、取

引事例方式を用いるべきであると主張するとともに、②被控訴人においては存続中

に組合員の脱退が認められておらず、解散しない限り持分払戻請求権が現実化し行

使されることがないこと、③乙理事長の所有する非上場株式等について控訴人が配

当還元方式を採用していること（別紙２「乙理事長の資産の状況（本件債務免除

時）」参照）との比較からも、被控訴人の出資持分を純資産価額方式で評価するの

は合理性がないと主張する。 

（ｃ）上記①についてみると、甲１１ないし１６、乙７８の２、１４３、１４５及び弁

論の全趣旨によれば、過去（平成１０年５月２９日から平成２３年９月６日まで）

の被控訴人の出資持分の取引事例として、１万口を１口２０００円で売買した事例、

５００口を１口５００円で売買した事例、６００口を１口１５０円で売買した事例、

１５００口を１口１５０円で売買した事例、６００口を１口５０円で売買した事例、

１２４０口を１口１００円で売買した事例、１０００口を１口２００円で売買した

事例があることが認められるが、いずれの取引も被控訴人の関係者の間の閉鎖的な

取引であり（次の②でも示すとおり、定款により出資持分の譲渡が制限されてい

る）、また、その価格設定には被控訴人の意向も反映されていることが認められる

から、上記各取引による評価額が出資持分の客観的な交換価値を表したものとは認

められない。 

 上記②についてみると、被控訴人の定款（甲５）７条には、組合員は、被控訴人

が解散するまで脱退できず、他の組合員に出資証券を譲渡するか、又は、組合員が

死亡した場合にその家族が引き受け、若しくは他の組合員に譲渡することができる

に過ぎない旨を定めている。しかし、定款による持分譲渡制限の存否によって出資

持分の客観的交換価値が左右されるとは解されないのであり、むしろ、被控訴人の

出資持分権者は、財産全体につき自らの出資額の割合に応じて払戻等を求めうる潜

在的可能性を有することからすれば、純資産価額方式を用いるのは合理性が認めら

れる（最高裁平成２２年４月８日第一小法廷判決・民集６４巻３号６０９頁参照）。

この点、被控訴人は、本件では債務弁済のため早急な処分を前提とした換価価値が

求められているから、上記解釈は妥当しない旨主張するが、本件債務免除時点での

資産価値を判断する必要があるからといって、早急な処分を前提としなければなら

ないとまでは解されないから、被控訴人の主張は採用できない。 

 上記③については、非上場株式において配当還元方式を採用したとしても、被控

訴人の出資持分が非上場株式と同様の方式で客観的な交換価値が算出できるとは認

められないのであり、被控訴人の上記主張は採用できない。 

 よって、被控訴人の上記主張は、いずれも採用できない。 

ｃ 純資産価額方式による場合に、被控訴人の資産に本件債務に係る債権の額を計上す

ることの適否 

（ａ）本件のように、本件債務を弁済することが著しく困難であるか否かが争われてい

る場合には、乙理事長の資産と債務を対比した債務超過の状態、返済能力を算定、

評価する必要があるが、乙理事長の資産として含まれる被控訴人に対する出資持分
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を資産として算定、評価するために被控訴人の純資産を算定する際に、本件債権自

体を資産として査定、評価する必要があり、これが定まらなければ、被控訴人への

出資持分の算定、評価ができず、被控訴人の出資持分の評価が定まらなければ、乙

理事長の資産の算定ができず、ひいては、乙理事長の資産と債務を対比した債務超

過の状態、返済能力を算定、評価することができないという関係になる。したがっ

て、本件債権の資産価値についてまず一定の値を査定、評価し、それが本件債権を

有する被控訴人の資産の算定、被控訴人に対する出資持分の算定評価に反映され、

それを保有する乙理事長の資産の算定、評価、ひいては、乙理事長の債務超過状態、

返済能力の算定、評価に反映されることになるから、それに基づき、当初の本件債

権の資産としての査定、評価の値を修正するべきことになり、修正された値を基に、

再度上記の作業をすると、再度の修正を要するという循環関係が続き、結局、本件

資産の評価を一義的に算出することができないことになる（控訴人は、本件債務免

除当時の財産評価基本通達２０４（乙２３２）を本件債権の評価方法に当てはめて、

課税時期に手形交換所において取引停止処分を受けるなど、その回収が不可能又は

著しく困難であると見込まれる場合に当たらない以上、債権金額どおりに評価すべ

きであるとも主張するが、債務免除益の存否の判断に財産評価基本通達２０４を適

用することの相当性に疑問があるばかりか、控訴人が主張するように本件債権の査

定、評価を債権金額どおりに評価すると、債務の弁済が困難となっているにもかか

わらず、それが全額返済可能であることを前提に乙理事長の返済能力を算定評価す

ることになり、いわば結論を先取りした算定になりかねないこととなるから、控訴

人の主張は採用できない。）。 

 したがって、債権の資産価値を査定、評価するに当たり、債務者の債務超過の存

否ないし状態を査定、評価する必要があり、その前提として当該債務者の資産を査

定、評価する際、当該債権自体の資産価値の査定、評価を要するという循環的な関

係、いわば当該債権の資産価値が、当該債権自体の価値の引当てになっているよう

な関係にあって、かつ、当該債権の元本の返済が長期間滞り、その返済の予定も定

まっておらず、当該債権の責任財産となりうる資産が当該債権金額に比し僅少であ

る場合には、当該債権の資産価値をいったんゼロと査定した上で、債務者の債務超

過の状態、返済能力を算定、評価するのが相当である。 

（ｂ）本件で乙理事長の債務超過の状態、返済能力を算定、評価すると、本件債権の資

産価値は、前記のような本件債権自体の価値の引当てになっているような循環的関

係にあるところ、前記１（２）ウで認定したとおり、平成２年１２月から平成１９

年３月までの長期間、乙理事長は本件債務の元本を支払うことができず、利息金も

継続して被控訴人から減免してもらわなければならない状態であり、元本返済の予

定も定まっていなかったこと（本件債務免除後も多額の借入れをしている）、後に

判断するとおり、乙理事長の本件債務免除時点での資産は、本件債務を含む負債総

額に比べて著しく少なく、かつ、負債の大部分を本件債務が占める一方で優先弁済

権を有する債権にも当たらないため、本件債務の責任財産は著しく僅少であるとい

うほかない。よって、本件債権の資産価値はいったんゼロと査定したうえで、乙理

事長の資産を算定、評価するのが相当である。 
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ｄ Ｑの建物の借地権は被控訴人の資産に含まれるか 

（ａ）被控訴人は、本件債務免除前の平成１６年７月２８日、Ｑの建物及びその敷地が、

他の不動産とともにＤに譲渡したと主張する。これに対し、控訴人は、被控訴人が

Ｑの建物をその敷地や同地上建物とともにＤに売却した事実はなく、本件債務免除

当時の被控訴人の資産の中にはＱの建物が含まれており、ひいてはその建物の敷地

の借地権も含まれるものとして被控訴人の出資持分を評価すべきであると主張する。 

（ｂ）被控訴人は、Ｑの建物及びその敷地の所有権を譲渡したことを裏付ける事情とし

て、①甲２０、２１（被控訴人の平成１６年１２月期及びＤの同年８月期の各固定

資産台帳兼減価償却額明細書）中の「売場増設（●●）」、「倉庫及び作業場（●

●）」及び「和室及び控え室（●●）」が、平成１６年７月、被控訴人では期中減少

額として計上される一方、Ｄでは期中増加額として計上されていること、②岡山県

が被控訴人に対し、平成２６年９月１０日、Ｑの建物について不動産取得税の納税

通知書を送付したのに対し（甲３１）、被控訴人が経緯説明書（甲３２）を提出し、

岡山県が不動産取得税の賦課を取り消したこと（甲３３）、③被控訴人は、Ｑの建

物だけでなく、その敷地及び他の同地上建物とともにＤへ売却したのであって、未

登記建物であるＱの建物のみを売却せずに残して、その建物に借地権を設定するよ

うなややこしいことをするとは考えられないこと、以上の点を挙げる。 

（ｃ）しかし、上記①については、被控訴人がＱの建物を売買したと主張する売買契約

書の中には、Ｑの建物とは別の物件の記載はあるものの、Ｑの建物の記載がない

（乙２１７の５ないし８枚目参照）ことは、被控訴人も自認するところである（平

成２５年１０月３１日付被控訴人準備書面８頁）。この点、甲３２中には、Ｑの建

物が未登記建物で登記手続が不要であったために売買契約書に記載しなかった旨の

部分があるが、売買の対象である物件について、未登記建物であるからといって売

買の対象を特定する契約書の物件目録に記載しないというのは不自然である。被控

訴人及びＤの各固定資産台帳兼減価償却額明細書（甲２０、２１）の平成１６年７

月の期中減少ないし期中増額があったものとして記載された「売場増設（●●）」

等の建物が、Ｑの建物と同一であるのかも明らかではない。被控訴人の平成１６年

１２月期の総勘定元帳にも、同年７月にＱの建物を売却した旨の記載はない（乙２

１７の２、３、９枚目）。 

 上記②の点については、まず、平成１６年７月以降、被控訴人がＱの建物の固定

資産税及び都市計画税の納税義務者として納付しているのに対し（乙２１５。ただ

し、家屋番号●●の建物は、平成２２年に滅失した）、Ｄには不動産取得税が課税

されていない（乙２１６。乙２１５によれば、固定資産税が課税されている事実も

窺えない。）。甲３１ないし３３によれば、控訴人がＱの建物の売買の事実を否定す

るようになった平成２５年（同年１０月１５日付控訴人第５準備書面参照）の後で

ある平成２６年度に、岡山県がＤに対し、Ｑの建物の不動産取得税の納税通知書を

送付したところ、Ｄから、Ｑの建物の売買は平成１６年である旨の経緯説明書が提

出されたことから、岡山県が賦課期間の経過を理由として賦課を取り消したことが

認められるものの、これは本件訴訟で控訴人から指摘されてからＤが被控訴人の主

張に合わせた申告をしたに過ぎないものといえるから、これをもって、被控訴人の
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主張の裏付けとすることはできない。 

 上記③の点についても、未登記建物であるＱの建物のみを除外して売買すること

が不動産取引として不合理であると認めるに足りない。 

（ｄ）よって、平成１６年に被控訴人からＤへＱの建物を売却したとの事実は認められ

ず、平成１９年１２月当時、同建物の所有権及びその敷地の借地権は被控訴人が資

産として保有していることが認められる。 

ｅ 被控訴人の所有地の評価方法 

（ａ）土地の時価を評価するに当たっては、固定資産評価額が自由な取引が行われると

した場合における取引価格の７割程度であること（乙１８９）、相続税における土

地の評価は地価公示価格の８割程度とされていること（乙１９０、１９１）からす

れば、通常の取引を念頭に置いている地価公示価格に近い価額となるように、相続

税評価額を０．８で除した価額とするのが相当である（乙１８８の１・２参照）。 

（ｂ）被控訴人は、仮に相続税評価額に０．８を除する方法で評価するとしても、被控

訴人所有の土地の一部が広大地に該当するから、財産評価基本通達２４－４に基づ

き評価を減ずべきであると主張する（甲５４、５８の１・２、５９参照）。 

 しかし、財産評価基本通達２４－４により評価を減額すべき対象となる広大地と

は、その地域における標準的な宅地の地積に比して著しく地積が広大な宅地で、開

発行為を行うとした場合に道路や公園等の公共公益的施設用地の負担が必要と認め

られる宅地をいうところ（乙２３８）、被控訴人主張の土地が広大地に当たるとは

認められない。よって、広大地を理由とする評価減額は認められない。 

（ｃ）被控訴人は、法人税基本通達９－１－１４が上場有価証券等以外の株式の価額に

ついて特例を定めており、同通達１８８の（２）に定める「中心的な同族株主」に

該当する法人については同通達１７８に定める小会社に該当するものとして評価す

べきとしているところ（甲７３、７４）、乙理事長の子らの出資持分まで乙理事長

の資産に含めるのであれば、持分割合が２５％を超えるから、中心的な同族株主が

いる組合になるといえるのであり、小会社として、出資持分の評価は、（類似業種

比準価額×０．５０）＋（同社の１株当たりの純資産価額×０．５０）で計算すべ

きであると主張する。 

 しかし、財産評価基本通達１７９の（３）は、小会社の株式の評価方法として純

資産価額方式を原則としつつ、事業規模が小規模であっても営利を目的とする会社

として機能する以上、株式評価に当たっても類似業種に比準する形で企業の収益性

を評価額に反映させることも合理的であることから、納税義務者の選択により類似

業種比準方式の併用が認められているものの（乙１５８の５６０頁）、乙理事長が

納税義務者としてかかる選択をした事実は認められないし、本件において、会社資

産の持分としての性格（純資産価額方式）よりも収益性（類似業種比準方式）の方

が評価として合理的であるとも認めるに足りない。よって、被控訴人の上記主張は

採用できない。 

ｆ 平成１８年１２月決算以後の資産変動 

（ａ）本件債務免除時点での被控訴人の出資持分を評価するに当たっては、直前期であ

る平成１８年１２月決算時点の資産評価が基になるところ、控訴人は、同決算後に
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生じた事実として、①本件債務免除に当たり乙理事長が所有又は共有する本件不動

産１ないし３７を７億２６４０万９６９９円で被控訴人に売却し、その代金債務と

本件債務とを対当額で相殺しているところ、本件不動産を被控訴人の資産に加算す

べきである旨、②本件債務免除に先立つ平成１９年１２月７日に被控訴人がＲ銀行

倉敷支店からの借入金債務２０億３７５０万１６４０円の免除を受けているところ、

この借入金を被控訴人の負債から控除すべきである旨主張し、その上で被控訴人の

出資持分１口当たりの評価額は４１２２円になると主張する。 

 この点につき、被控訴人は、控訴人が、平成２８年６月１７日付第９準備書面を

当審第４回口頭弁論期日（同年７月６日）において陳述し、上記①、②を被控訴人

の出資持分の評価、算定の事実として主張するのは、違法であり、時機に後れた攻

撃防御方法である旨主張する。しかしながら、上記①、②の事実は当事者間に争い

がなく、本件訴訟において、上記①、②の事実を本件訴訟において被控訴人の出資

持分の評価、算定に当たりどう考えるかは、解釈、判断の問題であって、新たに事

実認定のための証拠調べ等を要するものではないから、上記事実の主張により、訴

訟の完結を遅延させることになるとは認められず、その主張を却下すべきものには

当たらないというべきである。 

（ｂ）上記①については、被控訴人が本件不動産１ないし３７を購入したことで、売却

代金と本件債権の一部とを対当額で相殺しているところ、本件債務免除は、上記売

買による代金債務を相殺した後の残債務について行っており、被控訴人は、この不

動産を売買により取得した上で、本件債務免除を行ったことになる。そうすると、

この売買代金相当額７億２６４０万９６９９円を被控訴人の不動産として資産に加

算することになる（本件不動産３の建物も便宜上被控訴人の資産の部科目の土地に

含めて計算するものとする。）。 

（ｃ）上記②については、平成１９年１２月７日に被控訴人がＲ銀行倉敷支店から借入

金債務２０億３７５０万１６４０円の免除を受けたことにより、被控訴人の負債が

減少したことが認められる（被控訴人の負債の部科目のうち、便宜上、短期借入金

及び長期借入金から控除する。）。 

（ｄ）被控訴人の営業活動を見ると、乙７８の８ないし１８によれば、別紙８のとおり、

本件債務免除の前後である平成１６年１２月期から平成２３年１２月期までの間、

営業活動上の利益、支出は大幅な変化はなく、固定資産売却益や債務免除益、雑損

失といった部分での変動が各期の収支に大きな影響を及ぼしていることが認められ

る。 

 そうすると、本件債務免除の直前期末（平成１８年１２月期）から本件債務免除

当時までの被控訴人の通常の営業活動に係る資産及び負債に著しい増減がないと推

認できるから、平成１８年１２月期の帳簿価額に、Ｒ銀行倉敷支店からの債務免除

による債務免除益を加算した額をもって、被控訴人の純資産額を算定するのは合理

性があると認められる。 

（ｅ）以上によると、被控訴人の出資持分１口当たりの価額は、別紙９のとおり４１２

２円になると認められる。 

ｇ 乙理事長の保有する出資口数 
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（ａ）控訴人は、乙理事長が、乙理事長の子らの名義を借用してＩグループの株式等を

保有しており、被控訴人の出資持分も乙理事長の資産として評価すべきであると主

張する。 

（ｂ）そこで検討すると、まず、乙理事長の子らの保有する上記出資持分は、いずれも

もと乙理事長名義であったのが、乙理事長の子らにそれぞれ名義変更されており、

出資持分に基づく配当収入については、乙理事長の子らが自己の所得として所得税

申告手続をしている。 

 しかし、丁に関しては、被控訴人からの配当収入が入金される丁名義の預金口座

（乙１１８、１１９）をみても、丁が生活費のためにそれらの預金を費消している

形跡はなく、かえって、その預金口座と乙理事長名義の口座の間の送金が繰り返さ

れていることからすれば（乙１２７の１・２、２１８、２１９、２２９の１）、丁

名義の被控訴人の出資持分の実質的な所有者は乙理事長であることが認められる。 

 Ｋ及びＬ名義の出資持分についても、遅くとも平成９年には、同人らは社員（出

資持分権者）として被控訴人の確定申告書に記載されている（乙７８の１）が、そ

もそもいつから同人らは被控訴人の出資持分権者なのか、出資は同人らがそれぞれ

固有の資金から拠出したことによるものなのか、乙理事長から出資金相当額の贈与

を受け、これを出資金に充てたのかという、同人らの出資持分の発生原因事実が全

く不明である。のみならず、乙理事長からＫ及びＬへ名義変更がされているところ

（乙７８の７ないし１２）、平成１０年５月１８日に、被控訴人の乙理事長に対す

る貸付金の担保として、乙理事長及び乙理事長の妻子名義の被控訴人の出資持分全

て（２５万２２６０口）が提供されたが、その際の平成１０年５月臨時出資者総会

の議事録（乙７８の２）には、「担保として乙本人より当組合の出資証券２５２，

２６０口」を預かっている旨の記載がされているのであり（同議事録には、Ｘや甲、

ｒのほか、被控訴人の従業員であるｔら３名からも担保提供の申し出があった旨の

記載がある。）。乙理事長の妻子らから預かっている旨の記載にはなっていない。な

お、Ｋ及びＬ名義の各出資持分については、両名が各出資持分の配当金が入金され

る口座を個人的な使途で入出金しているとはいえ（乙１２０ないし１２２、甲４

３）、これは、被控訴人からの配当金が入金される口座と、ＫないしＬが個人的に

入出金する口座が重複しているにすぎず、これをもってＫないしＬが実質的にも被

控訴人の出資持分を所有しているということはできない。むしろ、乙１４５（平成

６年頃までＤで勤務していたⒶからの聴取書）によれば、乙理事長の子らの出資証

券の現物は被控訴人の金庫の中にあり、実際には乙理事長が管理していたことが認

められる。よって、Ｋ及びＬ名義の被控訴人の出資持分は、いずれも乙理事長が実

質的に所有していることが認められる。 

 乙理事長からＭへの被控訴人の出資持分の贈与は、平成１６年以降に行われてい

るところ（乙７８の８・９）、Ｍは平成●年●月●日生であるのに加え（乙７７の

２）、そもそも、乙理事長からＭへの出資持分の譲渡は、非組合員への譲渡となる

から、被控訴人の定款上はできないはずであるし（被控訴人の定款７条、１２条）、

Ｍ名義の預金口座（乙１２６）にはＭが個人的に出金した履歴が窺われず、また、

乙理事長の口座との間の入出金が存在することも考慮すれば、出資持分の実質的な
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所有者は乙理事長であることが認められる。 

（ｃ）以上によれば、本件債務免除時点の乙理事長の資産に含まれる被控訴人の出資持

分は、乙理事長名義の２３万６８６０口と認められる。 

ｈ 上記のとおり、被控訴人の出資持分１口当たりの価額が４１２２円であり、乙理事

長が所有する被控訴人の出資持分は２３万６８６０口と認められるから、乙理事長の

資産に含まれる被控訴人の出資持分は、９億７６３３万６９２０円と認められる。 

（イ）Ｄの株式 ２億３６００万３０００円 

ａ 控訴人は、①Ｄが被控訴人の出資持分を１５万０６７０口所有しているところ、被

控訴人の出資持分を１口９３０６円としてＤの資産を算出すれば、Ｄの株式が１株３

万４８４８円と評価できるとし、②乙理事長が自己名義だけでなく、Ｋ、Ｌ及びＭ名

義でも同社の株式を所有していると主張する。 

ｂ 株式１株当たりの評価 

 上記①の主張については、上記（ア）で判断したとおり、被控訴人の出資持分は１

口４１２２円と認められるから、Ｄの株式は、別紙１０のとおり、１株当たり１万５

２２６円と算出できる。 

ｃ 乙理事長の持株数 

 上記②についてみると、乙１４５（昭和５５年頃から平成６年頃までＤで勤務した

Ⓐからの聴取書）によれば、Ｄの株式の現物は被控訴人の金庫に保管されており、乙

理事長の子らの名義となっているＤの株式も、被控訴人の出資証券と同様、乙理事長

が管理しており、名義はどうにもできる状況であったことが認められる。 

 そうすると、Ｋ、Ｌ及びＭ名義のＤの株式の実質的な所有者も、乙理事長であるこ

とが認められるから、乙理事長名義の株式を含め、合計１万５５００株が乙理事長の

所有であることが認められる。 

 なお、被控訴人は、Ｄの乙理事長名義の株式６５００株が、平成１９年８月期の決

算後、本件債務免除までの間の平成１９年１０月１日に、２９００株がＥへ（甲７

７）、各４００株がＬ、Ｋ及びＭへ、各譲渡されているとも主張する。しかし、甲７

７に記載された譲渡価額の代金の授受を窺わせる証拠はなく、乙７９の８・９その他

の証拠によっても、被控訴人の上記主張を認めるには足りない。 

ｄ 以上のとおり、本件債務免除当時のＤの株式は１株当たり１万５２２６円であり、

乙理事長の持株数が１万５５００株と認められるから、乙理事長の資産に含まれるＤ

の株式評価額は、２億３６００万３０００円と認められる。 

（ウ）Ｇの株式 ３４３万７５００円 

 控訴人は、Ｇが所有する被控訴人の出資持分（２０００株）を１株９３０６円とした

上で、Ｇの株式を１株７万２３６２円と評価できると主張する。 

 まず１株当たりの評価額についてみると、上記（ア）で判断したとおり、被控訴人の

出資持分は１口４１２２円と認められるから、Ｇの株式は、別紙１１のとおり、３万４

３７５円と認められる。 

 乙理事長の持ち株数が１００株であることは、争いがない。 

 そうすると、乙理事長の資産に含まれるＧの株式評価額は、３４３万７５００円と認

められる。 
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（エ）Ｈの株式 

 Ｈの株式の評価額は０円であるため、乙理事長が所有する同社の株式の評価額も０円

であることは、争いがない。 

オ 不動産 ２億５００９万９１６３円 

（ア）所有地（本件不動産３８の敷地、本件不動産３９、４１ないし４３の各土地） １億

７１５６万５０３４円 

ａ 土地の時価については、相続税における土地の評価（相続税法２２条において取得

時における時価と定められている。）が、地価公示価格水準の８割程度とされている

こと（乙１９０、１９１）、地価公示価格は、都市及びその周辺の地域等において、

標準値を選定し、その正常な価格を公示することにより、一般の土地の取引価格に対

して指標を与えるものであり（地価公示法１条）、自由な取引が行われるとした場合

におけるその取引において通常成立すると認められる価格であること（同法２条２

項）、以上を考慮すると、債務免除時点における債務者の資力を判断する場合も、通

常の取引を念頭に置いている地価公示価格に近い価額となるように、相続税評価額を

０．８で除した価額とするのが相当と解される（乙１８８の１・２参照）。 

 本件債務免除当時乙理事長の所有する土地は本件不動産３８の敷地、本件不動産３

９、４１ないし４３の各土地であり、これらの土地の相続税評価額に０．８を除した

評価額の合計は、１億７１５６万５０３４円になる（乙１９２ないし１９５）。 

ｂ この点、被控訴人は、乙理事長所有の土地の本件不動産３８の敷地につき、広大地

に該当するから、財産評価基本通達２４－４に基づき、評価額を４７０６万１０００

円に減ずるべきであり（甲５４、５９）、これを前提とすれば、乙理事長所有の土地

総額は１億０７３４万０９８５円になると主張する。しかし、同土地が財産評価基本

通達２４－４により評価を減額すべき対象となるような、道路や公園等の公共公益的

施設用地の負担が必要な宅地（乙２３８）に当たるとは認められない。よって、広大

地であることを前提とする評価減額は認められない。 

（イ）建物（本件不動産３８、４０の各建物） ７８５３万４１２９円 

ａ 控訴人は、建物の評価額につき、本件訴訟の当初は固定資産評価額と一致すること

を前提とした認否等をしていたところ、差戻し前の控訴審から、取得価額から減価償

却する方法を用いて、本件不動産３８の建物を１億１７５０万６０００円（取得価額

の７２％相当額）、本件不動産４０の建物を４８６７万１１０５円（取得価額の７

３％相当額）、合計１億６６１７万７１０５円と評価すべきであると主張する。 

ｂ しかし、本件債務免除当時、本件不動産３８の建物は取得後２０年１０か月、本件

不動産４０の建物は取得後１１年１０か月が経過していたのであり（乙１５２、１９

７）、かかる古い建物の評価額が、その後特段の付加価値が生じた事実が窺われない

にもかかわらず、取得価額の７割を超える評価で処分できるとは認めがたい。 

 むしろ、建物の評価については、財産評価基本通達８９が、その価格の固定資産税

評価額に同通達別表１に定める倍率を乗じて計算した金額によって評価する旨を定め

ており（乙１５８の３８５頁）、同別表１の倍率が１．０であることからすれば、家

屋の相続税評価額は固定資産税評価額と同額となる。また、財産評価基本通達の定め

る価額が一般の取引価額よりも控えめであることが窺われるとはいえ、固定資産税評
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価額とは異なる客観的合理的な取引価額について、控訴人は主張立証していない。よ

って、固定資産税評価額をもって評価すべきである。 

 弁論の全趣旨によれば、本件不動産３８の建物の平成１９年の固定資産評価額は４

６６０万１１５１円、本件不動産４０の建物の平成１９年固定資産評価額は４５６１

万８５４０円と認められる。ただし、本件不動産４０の建物がＤに賃貸されているた

め（乙１９６）、借家権割合３０％（乙１９８）を控除すると、３１９３万２９７８

円と認められる。 

ｃ 以上によれば、本件不動産３８、４０の各建物の評価額の合計は、７８５３万４１

２９円と認められる。 

カ 本件不動産４０の建物の借地権 １億１８１５万２５４８円 

（ア）控訴人は、Ｓの土地の借地権の範囲につき、Ｓの土地上に建っている各建物の床面積

ごとに按分した割合の面積に及ぶと主張する。 

（イ）１筆の土地上に数個の建物が存在し、建物ごとに別個の借地権が設定され、建物の敷

地を除く部分が全体として共用の駐車場に供せられているという場合において、当該各

建物の借地権の評価額を算定するための明確な指針は見当たらない（乙２０２の１・２

参照）。しかるに、このような土地上の建物の借地権価格を評価する（その算定の基と

なる借地権の範囲を定める）に当たっては、まずは、借地権設定契約の契約内容に基づ

いて判断すべきであり、契約内容が明らかでない場合には、同一土地上の各建物の借地

権ないし建物賃借権設定契約の目的、同各契約締結時における建物の用途（商業目的か、

自家使用目的かなど）、各建物の延床面積、当該借地の地理的環境（各建物での共用駐

車場を必要とする利用者の割合、利用頻度）、借地権設定の際に両当事者で想定してい

た各建物における共用部分の利用見込者数等を総合考慮して、借地権設定契約当事者の

合理的意思をもって判断すべきものと解すべきである。 

 乙１７１（別添１０－１・２）、乙１８５の別添９－１、乙２３０の１・２によれば、

一般財団法人Ⓑ中四国支社長が、広い土地に数棟の建物を建てた場合の不動産鑑定事務

における借地権の及ぶ範囲はどこまでかとの問いに対し、社会経済的な力関係を確認し

ながら、合理的な範囲で決めていくことになるが、延床面積を考慮して借地権の範囲を

判断するというのは、考え方としてはある旨、建物が数棟建っている場合には、土地の

利用状況に着目して、全体が一体のものとして機能し、利用されている場合には、それ

ぞれの建物の床面積から計算したものが借地権の及ぶ範囲とするのが合理的である旨の

見解を示しているが、これも上記当裁判所の判断の合理性を裏付けるものといえる。 

（ウ）本件についてみると、本件債務免除時点で、Ｄが所有するＳの土地上には４棟の建物

がある。①うち１棟（家屋番号●●。甲９）は、乙理事長が所有する本件不動産４０の

建物であり、Ｄが賃借し、さらにⒸ倉敷店が同建物を賃借して営業している。②うち１

棟（家屋番号●●。甲７）は、Ｄが所有し、株式会社Ⓓが賃借してＵ倉敷店として営業

している（乙２０３別添１０）。③うち１棟（家屋番号●●。甲８）は、Ｇが所有し、

Ｄが賃借し、Ｉグループ営業本部及びＴの店舗として利用している（乙２０３、２３０

の１の別添１１）。④残る１棟（家屋番号●●。甲１０）は、Ｄが所有し、Ｖとして営

業されている。Ｓの土地のうち、各建物の敷地ではない部分は、上記各建物の利用者の

ための駐車場になっている（乙２００の１・２、２０１）。 
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 これら４棟の建物のうち、１棟（上記②のもの。家屋番号●●）は、建物賃貸借契約

書上、借地権の範囲を建物敷地及び駐車場を含め約６５０㎡と定めている（乙２０３別

添１０、乙２３０の１）。しかし、本件不動産４０の建物の土地賃貸借契約書（上記①

のもの。乙１９６）では、賃貸の対象としてＳの土地を表示するのみで、土地賃借人で

ある被控訴人の賃借権の及ぶ範囲は明らかでない。その他の建物（上記③、④のもの）

については、土地賃貸借契約ないし建物賃貸借契約の対象として、Ｓの土地のどの範囲

まで賃借権が及ぶのかが明らかでない（乙１９６、２０３、弁論の全趣旨）。 

（エ）Ｓの土地の中で賃借権に基づく土地利用範囲を明確に定めているのは上記②の建物の

賃借権であり、Ｓの土地７２６４．５９㎡から、上記賃借権の範囲である６５０㎡を控

除すると、残りが６６１４．５９㎡になる。残地は、本件不動産４０の建物だけでなく、

上記③、④の建物の敷地及び共用駐車場に供せられているところ、３棟とも、商業用施

設として多数の顧客等の利用を予定しているのに加え、Ｓの土地が●●の傍であるとは

いえ、周囲の状況も考慮すれば、各建物を利用する相当の割合の顧客等が、いずれも、

自家用車や商業用車両を利用することが見込まれることが窺われる。 

 以上によれば、Ｓの土地の残地６６１４．５９㎡のうち、本件不動産４０の建物（上

記①の建物）及び上記③、④の建物の総床面積で按分した範囲で、各建物の賃借権が及

ぶとするのが、各建物の土地賃貸借契約ないし建物賃貸借契約を締結した当事者の合理

的意思に合致するというべきである。 

 そうすると、本件不動産４０の建物の借地権の及ぶ範囲は、３５５６．１９㎡と算出

される（延床面積が、本件不動産４０の建物で９９９．７３㎡、上記③の建物で７０８．

９４㎡、上記④の建物で１５０．８５㎡であることから、これらの合計１８５９．５２

㎡分の９９９．７３㎡で６６１４．５９㎡を乗じた面積。乙２３０の１）。これを前提

に、乙２５０のとおり都市計画道路予定地であることを踏まえて財産評価基本通達２４

－７所定の補正、借地権割合、貸家建付借地権割合を考慮すれば、９４５２万２０３９

円となる。 

 なお、この金額は、相続税評価額を前提としたものであり、これを０．８で除すると、

１億１８１５万２５４８円になる。 

 この点、被控訴人は、乙理事長の借地権についても、これが広大地に該当するため減

価すべきであると主張するが、Ｓの土地が財産評価基本通達２４－４所定の広大地であ

ると認めるに足りないから、この主張は採用できない。 

キ 収入 年間４９５３万１４９８円 

（ア）乙理事長固有の収入 

 甲３、３４ないし３６、弁論の全趣旨によれば、平成１９年１２月１０日時点の乙理

事長の年間収入が３７４６万５７８６円であること、平成２０年から２２年までの年間

収入の平均は３３８５万１０５５円、各年分の不動産収入の必要経費、所得税、県市民

税及び社会保険料を控除した手取額が平均１５８９万３８０９円であることが認められ

る。また、乙理事長は、平成１９年当時、概ね各月２００万円ずつ、合計２０００万円

の租税を納付しており、平成２０年にも同様の納付が継続していたことが認められる

（甲３７、３８）。 

 そうすると、本件債務免除時点で、乙理事長に、本件債務のまとまった弁済ができる
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だけの乙理事長名義の収入を有していなかったことが認められる。 

（イ）乙理事長の妻子名義の収入 

ａ 控訴人は、次に挙げる乙理事長の妻子の収入も、乙理事長が年間で調達できる資金

として考慮すべきであると主張する。以下、これについて判断する。 

① Ｄから丙、丁、Ｋ及びＬに支給している給与合計７４７万円。内訳は、丙が３６

０万円、丁が３７万円、Ｋが１１０万円、Ｌが２４０万円。 

② 乙理事長の子らが各自所有するＩグループの株式等から生ずる配当収入（平成１

８年１２月期）合計１６６万５５５０円。内訳は、丁が被控訴人から４万１５００

円、Ｋが被控訴人から２５万９０００円、Ｄから３０万円、Ｌが被控訴人から２５

万５８５０円、Ｄから３０万円、Ｍが被控訴人から２０万９２００円、Ｄから３０

万円。 

③ 丁がⒺが賃借する店舗「Ｗ」から得ている賃料収入年間７７９万５７１２円 

ｂ 丙名義の収入について 

 本件債務免除当時、丙にはＤからの給与が支給されており、その額が３６０万円で

ある（乙１０８の３）。これは、丙の収入として所得税の申告がされている。 

 しかし、この所得税申告手続は乙理事長側で行っていたものである（乙１０９）。

また、この給与が振り込まれていた丙名義の口座では、電気代、新聞代、水道代、携

帯電話代等の引落しが行われているとはいえ（乙１１５、１１６）、その電気代や水

道料金は、乙理事長と丙が離婚した後の乙理事長の自宅建物の電気代等であり（乙２

３４の１・２頁）、丙名義の口座の取引履歴（乙１１５ないし１１７）を見ても、

日々の生活費のために出金した形跡がない。丙は、平成１２年頃に丁とともに乙理事

長宅を出て別居状態となり、乙理事長には行方を知らせておらず、携帯電話を通じて

連絡は取れるものの、乙理事長とは直接会うことは全くないまま、平成１８年１月に

は離婚している（乙１０９、１３７、１３８）。また、丙はＩグループの役員、従業

員として勤務しておらず、丙自ら、Ｄから給与が振り込まれている預金口座について、

その口座に振り込まれている給料を受領していないと申述している（乙１１６）。し

かも、丙名義の預金口座から乙理事長名義の口座に預金が振り込まれた上、その金員

が乙理事長の株取引等に用いられている（乙１２７の１・２、２２９の１）。 

 以上によれば、丙名義の給与等の入金される口座は、実質は、乙理事長が自由に管

理していることが認められ、乙理事長が容易に調達できる年間資金であることが認め

られる。 

ｃ 丁名義の収入について 

（ａ）丁名義の給与収入は、丁の収入として所得税申告がされている。平成１９年時点

の丁の収入は、Ｄからの給与が年間３７万円、不動産賃料収入が８９９万５７１２

円である（乙１１０の３・１１。同年には被控訴人からの配当収入は認められな

い。）。 

 不動産収入とは「Ｗ」からの賃料収入であるところ、平成７年３月２２日、丁が

建築業者と建物工事請負契約書（甲４９）を交わし、これにより乙理事長の所有地

の上に建てた建物につき、Ⓔ（契約当時は有限会社Ⓕ）との間で建物賃貸借契約書

を交わしている（甲４６ないし４８）。 
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（ｂ）しかし、これらの給与収入、配当収入や賃料収入が入金される丁名義の預金口座

（乙１１８、１１９）を見ても、丁が生活費のためにそれらの預金口座の預金を費

消している形跡はない。かえって、その預金口座から乙理事長名義の口座への送金

があり、その送金分を乙理事長が株取引の資金に使用するとともに、乙理事長名義

の口座から丁名義の上記口座への入金が繰り返されている（乙１２７の１・２、２

１８、２１９、２２９の１）。 

 加えて、丁は、摂食障害、強迫性障害により、遅くとも平成１３年８月１７日以

降通院治療を受け、通院中は就労が不可能であったところ（甲５２、５３）、平成

１２年頃に丙とともに乙理事長宅を出て別居状態となり、乙理事長には行方を知ら

せていない状態であることが認められる。 

（ｃ）そうすると、丁の上記給与収入、配当収入及び賃料収入は、丁名義の預金ととも

に乙理事長の管理下にあり（乙１４０）、乙理事長が必要に応じて自由に調達でき

る資金であることが認められる。この点、被控訴人は、丁が精神的疾患のため自活

できないため、乙理事長が後見的立場で丁の資産管理をしていたと主張するが、こ

れを認めるに足る証拠はない。 

ｄ Ｋの収入について 

 Ｋ名義の収入は、Ｋの収入として所得税申告がされているところ（乙１１２の３）、

本件債務免除当時のＫの収入は、Ｄからの給与が１１０万円、Ｋの勤務先会社からの

給与が３９７万１１５１円、Ｄからの配当収入が３０万円である（乙１１２の３、１

４１。平成１９年には被控訴人からの配当収入は認められない。）。 

 また、Ｋの預金口座（乙１２０ないし１２２、甲４３）には、Ｄの給与及び被控訴

人からの配当金が入金されているだけでなく、Ｋの勤務先会社からの給与が振り込ま

れており、これらが混然一体となっており、出金も、Ｋの資格取得のための受講料や

ファンクラブ会費、自宅マンションのローン返済といった、Ｋの個人的な使途に用い

られているほか、少額の現金払いのように、日々の生活費のために引き出したと思わ

れる出金も認められる。 

 そうすると、Ｋの収入は全てＫの管理下にあり、乙理事長が自由に調達できる資金

であるとは認められない。 

ｅ Ｌ名義の収入について 

 Ｌ名義の収入は、Ｌの収入として所得税申告がされているところ（乙１１３の２）、

本件債務免除当時のＬの収入は、Ｄからの給与が２４０万円、不動産収入が１６７万

９０４０円、Ｄからの配当収入が３０万円である（乙１１３の２・９。平成１９年に

は被控訴人からの配当収入は認められない）。 

 Ｌの預金口座（甲４４、４５、乙１２３ないし１２５）には、Ｄの給与や被控訴人

の配当金が入金されているだけでなく、Ｌ個人のネットオークションのための出金、

住宅ローンの支払、光熱費の引落し、少額の現金払いが行われている。なお、乙理事

長個人の出金があるものの、一時借用であり、全額返金されている。 

 そうすると、Ｌの収入は、乙理事長が自由に調達できる資金であるとまでは認める

に足りない。 

ｆ Ｍ名義の収入について 
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 Ｍ名義の収入について所得税申告がされているところ（乙１１４の２）、本件債務

免除当時のＭの収入は、不動産収入が１４６万５７８５円、Ｄからの配当収入が３０

万円である（平成１９年には被控訴人からの配当収入は認められない）。ただし、Ｍ

は平成●年●月生であり（乙７７の２）、本件債務免除当時は１２歳に過ぎない。 

 Ｍ名義の預金口座（乙１２６）には、Ｄや被控訴人からの配当金が入金されている

ものの、Ｍが個人的に出金したものがあるとまでは認められない。また、乙理事長の

口座に２４万円及び２２０万円の送金がされている（乙１２４の１。それに対する返

金も認められる）。 

 そうすると、Ｍ名義の収入は、乙理事長の管理下にあり、乙理事長が必要に応じて

自由に調達できる資金であることが認められる。 

（ウ）小括 

 以上によれば、乙理事長の年間収入及び資金調達できる財産は、乙理事長名義の３７

４６万５７８６円（手取りであれば年間約１６００万円）、並びに、丙名義の給与収入

３６０万円、丁名義の給与収入３７万円及び賃料収入７７９万５７１２円（控訴人が主

張する限度の額）、Ｍ名義の配当収入３０万円、以上の４９５３万１４９８円と認めら

れる（さらに、Ｍ名義の不動産収入も加えれば５０９９万７２８３円になる。）。ただし、

上記（ア）で判断したとおり、乙理事長固有の収入のうち手取り額は限られていたほか、

毎月多額の債務返済を義務付けられていたことからすれば、乙理事長に、まとまった返

済ができる見込みがあるとは認められない。 

ク まとめ 

 以上によれば、乙理事長の資産額は次のとおり算出できる。 

   預金 １１９３万２０４８円 

   解約返戻金 ６万３６２９円 

   未収賃料 １６９万９１９３円 

   委託保証金等 ３７１６万８４５７円 

   上場株式 ８９０５万１８５２円 

   非上場株式等 １２５万５２００円 

   被控訴人の出資持分 ９億７６３３万６９２０円 

   Ｄの株式 ２億３６００万３０００円 

   Ｇの株式 ３４３万７５００円 

   Ｈの株式 ０円 

   不動産 ２億５００９万９１６３円 

   借地権 １億１８１５万２５４８円 

   合計 １７億２５１９万９５１０円 

 乙理事長が資金調達できる年間収入 ４９５３万１４９８円 

（５）検討 

ア 上記（３）（４）によれば、本件債務免除当時（直前）の負債が５２億７７２２万９６

９２円（本件債務を除き４億４０４０万８４５７円）、資産が１７億２５１９万９５１０

円と認められるのであり、これによると、本件債務免除当時、資産よりも負債が３倍以上

と大幅に上回っており、乙理事長が資力を喪失して本件債務全額を弁済することが著しく
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困難であったと認めることができるものの、後記のとおり、本件債務免除により、乙理事

長は資産が負債を大幅に上回る状態になる。 

 よって、本件債務免除に係る４８億３６８２万１２３５円の全額を債務免除益として源

泉所得税額の計算上給与等に算入した本件各処分は、適法とは認められない。 

イ 控訴人は、予備的主張として、本件債務免除益のうち、少なくとも乙理事長の資産の額

から本件債務を除く乙理事長の債務の額を控除した範囲については、源泉所得税の計算上

給与等の金額に算入すべきであると主張する。 

 上記で判断したところによれば、本件債務免除をした後、乙理事長は資産が負債を大幅

に上回る状態になることが認められるのであり、その上回った部分である１２億８４７９

万１０５３円は、本件債務免除によって乙理事長の担税力を増加させるものであり、乙理

事長の利得に当たることが認められるから、所得税法３６条１項の「経済的な利益」に該

当することが認められ、この部分については、債務を弁済することが著しく困難であると

はいえないことになる。 

 この点、被控訴人は、この予備的主張を認めると、源泉徴収義務者に対して、納税義務

者の資産状態を調査させてその弁済能力の実態に合わせた徴収義務を負わせることになる

と主張するが、支払原資の乏しい債務者（納税義務者）に対して多額の債務免除をしよう

とする場合には不可避的に生じうる事態であって、これをもって、源泉徴収義務者に不当

な負担を強いるものとまでは認められない。 

ウ 本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額の計算 

（ア）以上で判断したとおり、源泉所得税額の計算上給与等の金額に算入すべき金額（本件

債務免除益）は、１２億８４７９万１０５３円になる。 

 本件債務免除益は、乙理事長の給与等に該当し、これは定期に支払われるものではな

く臨時的なものであるから、賞与となる。 

（イ）被控訴人が乙理事長に支給する月給給与額は３０万円であり、これから控除される社

会保険料等が３万６６３９円存在し、平成１９年１２月１０日の前月である同年１１月

に支払があったものとみなされる乙理事長の通常の給与等の金額は２６万３３６１円

（以下「本件給与額」という。）となるが（所得税法１８８条）、本件債務免除益は、本

件給与額の１０倍に相当する金額を超える。また、乙理事長は、被控訴人を経由して、

平成１９年分について、給与所得者の扶養控除等申告書を倉敷税務署長に提出しており、

これによれば、乙理事長の控除対象配偶者及び控除対象扶養親族の数は０人である。 

（ウ）以上を前提として、本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額を、所得税法

１８６条２項１号（ただし、同条１項１号ロによる読替え後のもの）により計算すると、

次のとおりとなる。 

ａ 本件債務免除益１２億８４７９万１０５３円の１２分の１に相当する金額は１億０

７０６万５９２１円であり、本件給与額は２６万３３６１円であるから、これらの合

計金額は１億０７３２万９２８２円となり、この金額及び上記扶養親族等の数に応ず

る所得税法別表第二の甲欄に掲げる税額は４０４８万４００７円となる（１７６万円

の場合の税額３６万７６８０円に、その月の社会保険料等控除後の給与等の金額のう

ち１７６万円を超える金額の３８％に相当する金額を加算した金額。３６７，６８０

＋（１０７，３２９，２８２－１，７６０，０００）×０．３８＝４０，４８４，０
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０７） 

ｂ 本件給与額は２６万３３６１円であり、この金額及び上記扶養親族等の数に応ずる

所得税法別表第二の甲欄に掲げる税額は６９２０円となる。 

ｃ 本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額は、上記ａの税額から上記ｂの

税額を控除した金額４０４７万７０８７円に１２を乗じて計算した４億８５７２万５

０４４円となる。 

エ 以上からすれば、平成１９年１２月分の乙理事長に係る徴収すべき源泉所得税の額は、

上記ウの本件債務免除益について徴収すべき源泉所得税の額４億８５７２万５０４４円と、

乙理事長の給与に係る年末調整による過納額９２６０円（所得税法１９０条は、年末調整

の対象となる者について、その年中に支払うべきことが確定した給与等の金額が２０００

万円以下である者と規定しているところ、平成１９年中に支払うべきことが確定した乙理

事長の給与等の額は、本件債務免除益１２億８４７９万１０５３円と給与３６０万円とを

合計した１２億８８３９万１０５３円となり、その額が２０００万円を超えるから、乙理

事長の給与等については年末調整をすることができない。）とを合計した４億８５７３万

４３０４円となる。 

オ 上記エを前提として、国税通則法６７条１項の規定に基づき、不納付加算税の額を計算

すると、４８５７万３０００円となる。 

２ 争点３（本件債務免除につき被控訴人が錯誤無効を主張できるか） 

（１）被控訴人は、本件債務免除をしたのは、これに先立つ平成１９年異議決定において、乙理

事長につき「資力を喪失して債務を弁済することが著しく困難と認められる場合」に当たる

として本件旧通達が適用されたことから、本件債務においても、本件旧通達の適用により、

乙理事長の給与所得の金額の計算上本件債務免除益を収入金額に算入する必要はなく、債務

免除損として経理処理すれば足りると考え、税理士とも協議の上、本件債務免除をしたので

あるから、本件債務免除が課税処分の対象になるのであれば、被控訴人と乙理事長が確認し

合った前提条件に錯誤があり、これは要素の錯誤であるから。本件債務免除は錯誤で無効に

なると主張する。 

（２）申告納税方式の下では、申告納税方式における納税義務の成立後に、安易に納税義務の発

生の原因となる法律行為の錯誤無効を認めて納税義務を免れさせることは、納税者間の公平

を害し、租税法律関係を不安定にすることからすれば、法定申告期間を経過した後に当該法

律行為の錯誤無効を主張することは許されないと解されるところ（乙３８の１ないし３、２

２１）、源泉徴収制度の下においても、源泉徴収義務者が自主的に法定納期限までに源泉所

得税を納付する点では申告納税方式と異なるところはなく、かえって、源泉徴収制度は他の

租税債権債務関係よりも早期の安定が予定された制度といえることからすれば（乙２２１）、

法定納期限経過後の錯誤無効の主張は許されないと解すべきである。 

（３）そうすると、本件でも、被控訴人が法定納期限経過後に上記のような錯誤を主張すること

は、許されないというべきである。 

 この点、被控訴人は、①本件債務額が、乙理事長の弁済状況からすれば、利息を年１％と

しても元本完済に４００年以上かかるようなものであるし、②最終的な所得税の負担者は乙

理事長であり、被控訴人が源泉徴収義務者に過ぎないのに、錯誤無効を許さないということ

になると、無資力の乙理事長からは回収できない納税額を、全て源泉徴収義務者である被控



35 

訴人が負担することになり、不合理であると主張する。 

 しかし、上記①の主張については、その主張に係る事実が本件債務免除の錯誤を基礎づけ

る事実になるとは認められないし、法定納期限後であっても錯誤無効の主張が許されるべき

ものとも認められない。上記②の主張については、徴収納付義務者が徴収納付をせず又は過

小であったため、後で徴収納付義務者が徴収納付すべき額又は徴収納付した額との差額を納

付し又は徴収された場合には、納税義務者に対し、徴収納付すべき額又は差額について求償

権を行使できると解されるところ、そのような場合に源泉徴収義務者が納税義務者へ求償が

実現できない場合はありうることであり、源泉徴収制度上想定されたものといえる。よって、

被控訴人の上記主張は、いずれも当裁判所の判断を左右しない。 

３ 結論 

 以上によれば、被控訴人の本件請求のうち、倉敷税務署長が被控訴人に対し平成２２年７月

２０日付けでした平成１９年１２月分の源泉所得税の納税告知処分（ただし、平成２３年１２

月２０日付け裁決による一部取消し後のもの）のうち４億８５７３万４３０４円を超える部分、

及び、不納付加算税の賦課決定処分のうち４８５７万３０００円を超える部分は、いずれも違

法であるから、これらは取り消されるべきであるが、その余の請求は理由がない。よって、こ

れを全部認容した原判決は失当であって、本件控訴は一部理由があるから、原判決を上記の趣

旨に変更することとし、主文のとおり判決する。 

 

広島高等裁判所第３部 

裁判長裁判官 生野 考司 

   裁判官 横溝 邦彦 

   裁判官 梅本 幸作 
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別紙１から別紙１１まで 省略 


